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議案第４９号 

 

西条市税条例の一部を改正する条例の専決処分について 

 

西条市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分したので、同条第３項の規

定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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専決第１号 

 

専決処分書 

 

西条市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和６年３月３１日 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市税条例の一部を改正する条例 

西条市税条例（平成１６年西条市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する 

改正後 改正前 
  

（市民税の減免） （市民税の減免） 

第５１条 （略） 第５１条 （略） 

２ 前項の規定により 市民税の減免を

受けようとする者は、納期限前７日ま

でに次に掲げる事項を記載した申請書

に減免を受けようとする事由を証明す

る書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、市長が、当該者

が同項各号のいずれかに該当すること

が明らかであり、かつ、市民税を減免

する必要があると認める場合は、この

限りでない。 

２ 前項の規定によって市民税の減免を

受けようとする者は、納期限前７日ま

でに次に掲げる事項を記載した申請書

に減免を受けようとする事由を証明す

る書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

３ 第１項の規定により 市民税の減免

を受けた者は、その事由が消滅した場

合には   、直ちにその旨を市長に

申告しなければならない。 

３ 第１項の規定によって市民税の減免

を受けた者は、その事由が消滅した場

合においては、直ちにその旨を市長に

申告しなければならない。 

（固定資産税の減免） （固定資産税の減免） 

第７１条 （略） 第７１条 （略） 

２ 前項の規定により 固定資産税の減

免を受けようとする者は、納期限前７

日までに、次に掲げる事項を記載した

申請書にその減免を受けようとする事

由を証明する書類を添付して市長に提

出しなければならない。ただし、市長

が、当該者が所有する固定資産が同項

各号のいずれかに該当することが明ら

かであり、かつ、固定資産税を減免す

る必要があると認める場合は、この限

２ 前項の規定によって固定資産税の減

免を受けようとする者は、納期限前７

日までに、次に掲げる事項を記載した

申請書にその減免を受けようとする事

由を証明する書類を添付して市長に提

出しなければならない。 
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りでない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

３ 第１項の規定により 固定資産税の

減免を受けた者は、その事由が消滅し

た場合には   、直ちにその旨を市

長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定によって固定資産税の

減免を受けた者は、その事由が消滅し

た場合においては、直ちにその旨を市

長に申告しなければならない。 

（特別土地保有税の減免） （特別土地保有税の減免） 

第１３９条の３ （略） 第１３９条の３ （略） 

２ 前項の規定により 特別土地保有税

の減免を受けようとする者は、納期限

前７日までに、次に掲げる事項を記載

した申請書にその減免を受けようとす

る事由を証明する書類を添付して市長

に提出しなければならない。ただし、

市長が、当該者が所有し、又は取得す

る土地が同項各号のいずれかに該当す

ることが明らかであり、かつ、特別土

地保有税を減免する必要があると認め

る場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定によって特別土地保有税

の減免を受けようとする者は、納期限

前７日までに、次に掲げる事項を記載

した申請書にその減免を受けようとす

る事由を証明する書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

３ 第１項の規定により 特別土地保有

税の減免を受けた者は、その事由が消

滅した場合には、直ちにその旨を市長

に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定によって特別土地保有

税の減免を受けた者は、その事由が消

滅した場合には、直ちにその旨を市長

に申告しなければならない。 

附 則 附 則 

第５条 （略） 第５条 （略） 

（令和６年能登半島地震災害に係る雑

損控除額等の特例） 

 

第５条の２ 所得割の納税義務者の選択

により、法附則第４条の４第４項に規

定する特例損失金額（以下この項にお

いて「特例損失金額」という。）があ

る場合には、特例損失金額（同条第４

項に規定する災害関連支出がある場合
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には、第３項に規定する申告書の提出

の日の前日までに支出したものに限

る。以下この項及び次項において「損

失対象金額」という。）について、令

和５年において生じた法第３１４条の

２第１項第１号に規定する損失の金額

として、この条例の規定を適用するこ

とができる。この場合において、第３

４条の２の規定により控除された金額

に係る当該損失対象金額は、その者の

令和７年度以後の年度分で当該損失対

象金額が生じた年の末日の属する年度

の翌年度分の市民税に係るこの条例の

規定の適用については、当該損失対象

金額が生じた年において生じなかった

ものとみなす。 

２ 前項前段の場合において、第３４条

の２の規定により控除された金額に係

る損失対象金額のうちに同項の規定の

適用を受けた者と生計を一にする令第

４８条の６第１項に規定する親族の有

する法附則第４条の４第４項に規定す

る資産について受けた損失の金額（以

下この項において「親族資産損失額」

という。）があるときは、当該親族資

産損失額は、当該親族の令和７年度以

後の年度分で当該親族資産損失額が生

じた年の末日の属する年度の翌年度分

の市民税に係るこの条例の規定の適用

については、当該親族資産損失額が生

じた年において生じなかったものとみ

なす。 

 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第

３６条の２第１項又は第４項の規定に

よる申告書（その提出期限後において
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市民税の納税通知書が送達される時ま

でに提出されたもの及びその時までに

提出された第３６条の３第１項の確定

申告書を含む。）に第１項の規定の適

用を受けようとする旨の記載がある場

合（これらの申告書にその記載がない

ことについてやむを得ない理由がある

と市長が認める場合を含む。）に限

り、適用する。 

（特定一般用医薬品等購入費を支払っ

た場合の医療費控除の特例） 

（特定一般用医薬品等購入費を支払っ

た場合の医療費控除の特例） 

第６条 平成３０年度から令和９年度ま

での各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第４条の５第３項の規定に該当

する場合における第３４条の２の規定

による控除については、その者の選択

により、同条中「同条第１項」とある

のは「同条第１項（第２号を除く。）」

と、「まで」とあるのは「まで並びに

法附則第４条の５第３項の規定により

読み替えて適用される法第３１４条の

２第１項（第２号に係る部分に限る。

）」として、同条の規定を適用するこ

とができる。 

第６条 平成３０年度から令和９年度ま

での各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第４条の４第３項の規定に該当

する場合における第３４条の２の規定

による控除については、その者の選択

により、同条中「同条第１項」とある

のは「同条第１項（第２号を除く。）」

と、「まで」とあるのは「まで並びに

法附則第４条の４第３項の規定により

読み替えて適用される法第３１４条の

２第１項（第２号に係る部分に限る。

）」として、同条の規定を適用するこ

とができる。 

第７条の４ （略） 第７条の４ （略） 

（令和６年度分の個人の市民税の特別

税額控除） 

 

第７条の５ 令和６年度分の個人の市民

税に限り、法附則第５条の８第４項及

び第５項に規定するところにより控除

すべき市民税に係る令和６年度分特別

税額控除額を、前年の合計所得金額が

１，８０５万円以下である所得割の納

税義務者（次条及び附則第７条の７に

おいて「特別税額控除対象納税義務者
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」という。）の第３４条の３、第３４

条の６から第３４条の９まで、附則第

５条第２項、附則第７条第１項、附則

第７条の３の２第１項、前条及び附則

第９条の２の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合におけ

る第３４条の７第２項、第４７条の５

第１項及び前条の規定の適用について

は、第３４条の７第２項及び前条中

「附則第５条の６第２項」とあるのは

「附則第５条の６第２項及び第５条の

８第６項」と、第４７条の５第１項中

「課した」とあるのは「附則第７条の

５第１項の規定の適用がないものとし

た場合に課すべき」と、「の前々年中

」とあるのは「の同項の規定の適用が

ないものとした場合における前々年中

」と、「、前々年中」とあるのは「、

附則第７条の５第１項の規定の適用が

ないものとした場合における前々年中

」とする。 

 

（令和６年度分の個人の市民税の納税

通知書に関する特例） 

 

第７条の６ 令和６年度分の個人の市民

税に限り、個人の市民税の納税通知書

に記載すべき各納期の納付額について

は、第４１条の規定にかかわらず、次

に定めるところによる。 

 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特

別税額控除前の普通徴収に係る個人

の市民税の額（前条第１項の規定の

適用がないものとした場合に算出さ

れる普通徴収に係る個人の市民税の

額をいう。）、特別税額控除前の普通
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徴収に係る個人の県民税の額（法附

則第５条の８第１項及び第２項の規

定の適用がないものとした場合に算

出される普通徴収に係る個人の県民

税の額をいう。）及び普通徴収に係

る森林環境税の額の合算額（以下こ

の号において「特別税額控除前の普

通徴収に係る個人の住民税の額」と

いう。）からその者の普通徴収に係

る個人の市民税の額、普通徴収に係

る個人の県民税の額及び普通徴収に

係る森林環境税の額の合算額を控除

した額（以下この項において「普通

徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額」という。）がその者の特別

税額控除前の普通徴収に係る個人の

住民税の額を４で除して得た金額

（当該金額に１，０００円未満の端

数があるとき、又は当該金額の全額

が１，０００円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を切り捨

てた金額。以下この項において「分

割金額」という。）に３を乗じて得

た金額をその者の特別税額控除前の

普通徴収に係る個人の住民税の額か

ら控除した残額に相当する金額（以

下この項において「第１期分金額」

という。）に満たない場合には、当

該納税通知書に記載すべき各納期の

納付額は、第４０条第１項に規定す

る第１期の納期（以下この項、次項

及び次条第１項において「第１期納

期」という。）においてはその者の

第１期分金額からその者の普通徴収

の個人の住民税に係る特別税額控除
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額を控除した額とし、その他のそれ

ぞれの納期においてはその者の分割

金額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普

通徴収の個人の住民税に係る特別税

額控除額がその者の第１期分金額以

上であり、かつ、その者の第１期分

金額とその者の分割金額との合計額

に満たない場合には、当該納税通知

書に記載すべき各納期の納付額は、

第１期納期においてはないものと

し、第４０条第１項に規定する第２

期の納期（以下この項及び次条第１

項において「第２期納期」という。

）においてはその者の第１期分金額

とその者の分割金額との合計額から

その者の普通徴収の個人の住民税に

係る特別税額控除額を控除した額と

し、第４０条第１項に規定する第３

期の納期（以下この項において「第

３期納期」という。）及び同条第１

項に規定する第４期の納期（以下こ

の項において「第４期納期」とい

う。）においてはその者の分割金額

とする。 

 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普

通徴収の個人の住民税に係る特別税

額控除額がその者の第１期分金額と

その者の分割金額との合計額以上で

あり、かつ、その者の第１期分金額

とその者の分割金額に２を乗じて得

た金額との合計額に満たない場合に

は、当該納税通知書に記載すべき各

納期の納付額は、第１期納期及び第

２期納期においてはないものとし、

 



10 

第３期納期においてはその者の第１

期分金額とその者の分割金額に２を

乗じて得た金額との合計額からその

者の普通徴収の個人の住民税に係る

特別税額控除額を控除した額とし、

第４期納期においてはその者の分割

金額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普

通徴収の個人の住民税に係る特別税

額控除額がその者の第１期分金額と

その者の分割金額に２を乗じて得た

金額との合計額以上である場合に

は、当該納税通知書に記載すべき各

納期の納付額は、第１期納期、第２

期納期及び第３期納期においてはな

いものとし、第４期納期においては

その者の普通徴収に係る個人の市民

税の額、普通徴収に係る個人の県民

税の額及び普通徴収に係る森林環境

税の額の合算額とする。 

 

２ 令和６年度分の個人の市民税（第１

期納期から第４７条第１項の規定によ

り普通徴収の方法によって徴収される

こととなったものを除く。）を同項の

規定により普通徴収の方法によって徴

収する場合については、前項の規定

は、適用しない。 

 

（令和６年度分の公的年金等に係る所

得に係る個人の市民税に関する特例） 

 

第７条の７ 令和６年度分の個人の市民

税に限り、第４７条の２第１項の規定

により特別徴収の方法によって徴収す

べき公的年金等に係る所得に係る個人

の市民税（第３項において「年金所得

に係る特別徴収の個人の市民税」とい
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う。）の額及び同条第２項の規定によ

り普通徴収の方法によって徴収すべき

公的年金等に係る所得に係る個人の市

民税の額については、次に定めるとこ

ろによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特

別税額控除前の年金所得に係る個人

の市民税の額（附則第７条の５第１

項の規定の適用がないものとした場

合に算出される第４７条の２第１項

に規定する前年中の公的年金等に係

る所得に係る所得割額及び均等割額

（これと併せて賦課徴収を行う森林

環境税額を含む。以下この号及び第

５号において同じ。）の合算額（以

下この号及び第５号において「年金

所得に係る所得割額及び均等割額の

合算額」という。）をいう。以下こ

の号及び第３項第１号において同

じ。）からその者の年金所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額を控

除した額（以下この項及び第３項に

おいて「年金所得に係る個人の市民

税に係る特別税額控除額」という。

）がその者の特別税額控除前の普通

徴収に係る個人の市民税の額（特別

税額控除前の年金所得に係る個人の

市民税の額から特別税額控除前の特

別徴収に係る個人の市民税の額（特

別税額控除前の年金所得に係る個人

の市民税の額の２分の１に相当する

額をいう。以下この号において同

じ。）を控除した額をいう。以下こ

の号において同じ。）を２で除して

得た金額（当該金額に１，０００円
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未満の端数があるとき、又は当該金

額の全額が１，０００円未満である

ときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てた金額。以下この項にお

いて「第２期分金額」という。）を

その者の特別税額控除前の普通徴収

に係る個人の市民税の額から控除し

た残額に相当する金額（以下この項

において「第１期分金額」という。

）に満たない場合には、第１期納期

及び第２期納期に普通徴収の方法に

よって徴収すべき公的年金等に係る

所得に係る個人の市民税の額（以下

この項において「普通徴収対象税額

」という。）並びに第４７条の３に

規定する特別徴収対象年金給付の支

払をする際、特別徴収の方法によっ

て徴収すべき公的年金等に係る所得

に係る個人の市民税の額（以下この

項及び第３項において「特別徴収対

象税額」という。）は、第１期納期

においてはその者の第１期分金額か

らその者の年金所得に係る個人の市

民税に係る特別税額控除額を控除し

た残額に相当する税額、第２期納期

においてはその者の第２期分金額に

相当する税額、当該年度の初日の属

する年の１０月１日から１１月３０

日までの間においてはその者の特別

税額控除前の特別徴収に係る個人の

市民税の額を３で除して得た金額

（当該金額に１００円未満の端数が

あるとき、又は当該金額の全額が１

００円未満であるときは、その端数

金額又はその全額を切り捨てた金
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額。以下この項において「分割金額

」という。）に２を乗じて得た金額

をその者の特別税額控除前の特別徴

収に係る個人の市民税の額から控除

した残額に相当する金額（以下この

項において「１０月分金額」とい

う。）に相当する税額、同年１２月

１日から翌年の３月３１日までの間

においてはその者の分割金額に相当

する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の第１期分金

額以上であり、かつ、その者の第１

期分金額とその者の第２期分金額と

の合計額に満たない場合には、普通

徴収対象税額及び特別徴収対象税額

は、第１期納期における税額はない

ものとし、第２期納期においてはそ

の者の第１期分金額とその者の第２

期分金額との合計額からその者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額を控除した残額に相当

する税額、当該年度の初日の属する

年の１０月１日から１１月３０日ま

での間においてはその者の１０月分

金額に相当する税額、同年１２月１

日から翌年の３月３１日までの間に

おいてはその者の分割金額に相当す

る税額とする。 

 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の第１期分金

額とその者の第２期分金額との合計

額以上であり、かつ、その者の第１
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期分金額、その者の第２期分金額及

びその者の１０月分金額の合計額に

満たない場合には、普通徴収対象税

額及び特別徴収対象税額は、第１期

納期及び第２期納期における税額は

ないものとし、当該年度の初日の属

する年の１０月１日から１１月３０

日までの間においてはその者の第１

期分金額、その者の第２期分金額及

びその者の１０月分金額の合計額か

らその者の年金所得に係る個人の市

民税に係る特別税額控除額を控除し

た残額に相当する税額、同年１２月

１日から翌年の３月３１日までの間

においてはその者の分割金額に相当

する税額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の第１期分金

額、その者の第２期分金額及びその

者の１０月分金額の合計額以上であ

り、かつ、その者の第１期分金額、

その者の第２期分金額、その者の１

０月分金額及びその者の分割金額の

合計額に満たない場合には、普通徴

収対象税額及び特別徴収対象税額

は、第１期納期及び第２期納期並び

に当該年度の初日の属する年の１０

月１日から１１月３０日までの間に

おける税額はないものとし、同年１

２月１日から翌年の１月３１日まで

の間においてはその者の第１期分金

額、その者の第２期分金額、その者

の１０月分金額及びその者の分割金

額の合計額からその者の年金所得に
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係る個人の市民税に係る特別税額控

除額を控除した残額に相当する税

額、同年２月１日から３月３１日ま

での間においてはその者の分割金額

に相当する税額とする。 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の第１期分金

額、その者の第２期分金額、その者

の１０月分金額及びその者の分割金

額の合計額以上である場合には、普

通徴収対象税額及び特別徴収対象税

額は、第１期納期及び第２期納期並

びに当該年度の初日の属する年の１

０月１日から翌年の１月３１日まで

の間における税額はないものとし、

同年２月１日から３月３１日までの

間においてはその者の年金所得に係

る所得割額及び均等割額の合算額に

相当する税額とする。 

 

２ 前項の規定の適用がある場合におけ

る第４７条の４の規定の適用について

は、同条第２項中「年金所得に係る特

別徴収税額を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日

までの間における当該特別徴収対象年

金所得者に係る特別徴収対象年金給付

の支払の回数で除して得た額」とある

のは、「附則第７条の７第１項各号に

規定する特別徴収の方法によって徴収

すべき額」とする。 

 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限

り、年金所得に係る特別徴収の個人の

市民税の額（第１項の規定の適用があ

るものを除く。）については、次に定
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めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の特別税額控

除前の特別徴収に係る個人の市民税

の額（特別税額控除前の年金所得に

係る個人の市民税の額から第４７条

の５第１項に規定する年金所得に係

る仮特別徴収税額を控除した額をい

う。以下この号において同じ。）を

３で除して得た金額（当該金額に１

００円未満の端数があるとき、又は

当該金額の全額が１００円未満であ

るときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てた金額。以下この項に

おいて「分割金額」という。）に２

を乗じて得た金額をその者の特別税

額控除前の特別徴収に係る個人の市

民税の額から控除した残額に相当す

る金額（以下この項において「１０

月分金額」という。）に満たない場

合には、特別徴収対象税額は、当該

年度の初日の属する年の１０月１日

から１１月３０日までの間において

はその者の１０月分金額からその者

の年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額を控除した残額に

相当する税額、同年１２月１日から

翌年の３月３１日までの間において

はその者の分割金額に相当する税額

とする。 

 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の１０月分金

額以上であり、かつ、その者の１０
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月分金額とその者の分割金額との合

計額に満たない場合には、特別徴収

対象税額は、当該年度の初日の属す

る年の１０月１日から１１月３０日

までの間における税額はないものと

し、同年１２月１日から翌年の１月

３１日までの間においてはその者の

１０月分金額とその者の分割金額と

の合計額からその者の年金所得に係

る個人の市民税に係る特別税額控除

額を控除した残額に相当する税額、

同年２月１日から３月３１日までの

間においてはその者の分割金額に相

当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額がその者の１０月分金

額とその者の分割金額との合計額以

上である場合には、特別徴収対象税

額は、当該年度の初日の属する年の

１０月１日から翌年の１月３１日ま

での間における税額はないものと

し、同年２月１日から３月３１日ま

での間においてはその者の第４７条

の５第２項の規定により読み替えら

れた第４７条の２第１項に規定する

年金所得に係る特別徴収税額に相当

する税額とする。 

 

４ 前項の規定の適用がある場合におけ

る第４７条の４の規定の適用について

は、同条第２項中「年金所得に係る特

別徴収税額を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日

までの間における当該特別徴収対象年

金所得者に係る特別徴収対象年金給付
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の支払の回数で除して得た額」とある

のは、「附則第７条の７第３項各号に

規定する特別徴収の方法によって徴収

すべき額」とする。 

５ 令和６年度分の個人の市民税につき

第４７条の６第１項の規定の適用があ

る場合については、前各項の規定は、

適用しない。 

 

（令和７年度分の個人の市民税の特別

税額控除） 

第７条の８ 令和７年度分の個人の市民

税に限り、法附則第５条の１２第３項

及び第４項に規定するところにより控

除すべき市民税に係る令和７年度分特

別税額控除額を、同条第３項に規定す

る特別税額控除対象納税義務者の第３

４条の３、第３４条の６から第３４条

の９まで、附則第５条第２項、附則第

７条第１項、附則第７条の３の２第１

項、附則第７条の４及び附則第９条の

２の規定を適用した場合の所得割の額

から控除する。 

 

（肉用牛の売却による事業所得に係る

市民税の課税の特例） 

（肉用牛の売却による事業所得に係る

市民税の課税の特例） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市

民税に限り、法附則第６条第５項に規

定する場合において、第３６条の２第

１項の規定による申告書に肉用牛の売

却に係る租税特別措置法第２５条第２

項第２号に規定する事業所得の明細に

関する事項の記載があるときは、その

者の前年の総所得金額に係る市民税の

所得割の額は、第３３条から第３４条

の３まで、第３４条の６から第３４条

２ 前項に規定する各年度分の個人の市

民税に限り、法附則第６条第５項に規

定する場合において、第３６条の２第

１項の規定による申告書に肉用牛の売

却に係る租税特別措置法第２５条第２

項第２号に規定する事業所得の明細に

関する事項の記載があるときは、その

者の前年の総所得金額に係る市民税の

所得割の額は、第３３条から第３４条

の３まで、第３４条の６から第３４条
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の８まで、附則第７条第１項、附則第

７条の３第１項、附則第７条の３の２

第１項及び附則第７条の４の規定にか

かわらず、法附則第６条第５項各号に

掲げる金額の合計額とすることができ

る。 

の８まで、附則第７条第１項、附則第

７条の３第１項、附則第７条の３の２

第１項及び前条     の規定にか

かわらず、法附則第６条第５項各号に

掲げる金額の合計額とすることができ

る。 

３ 前項の規定の適用がある場合におけ

る第３４条の９第１項、附則第７条の

５第１項及び前条の規定の適用につい

ては、第３４条の９第１項中「前３条

」とあるのは 「前３条並びに附則第

８条第２項」と、附則第７条の５第１

項中「前条及び」とあるのは「前条、

附則第８条第２項及び」と、前条中

「附則第７条の４及び」とあるのは

「附則第７条の４、次条第２項及び」

とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合におけ

る第３４条の９第１項       

        の規定の適用につい

ては、同項中       「前３条

」とあるのは、「前３条並びに附則第

８条第２項」           

                 

                 

                 

                 

とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条

例で定める割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条

例で定める割合） 

第１０条の２ （略） 第１０条の２ （略） 

２～１３ （略） ２～１３ （略） 

１４ 法附則第１５条第２５項第２号に

規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は７分の６

とする。 

 

１５ 法附則第１５条第２５項第３号イ

に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の

３とする。 

１４ 法附則第１５条第２５項第２号イ

に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の

３とする。 

１６ 法附則第１５条第２５項第３号ロ

に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の

３とする。 

１５ 法附則第１５条第２５項第２号ロ

に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の

３とする。 

１７ 法附則第１５条第２５項第３号ハ

に規定する設備について同号に規定す

１６ 法附則第１５条第２５項第２号ハ

に規定する設備について同号に規定す
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る市町村の条例で定める割合は４分の

３とする。 

る市町村の条例で定める割合は４分の

３とする。 

１８ 法附則第１５条第２５項第４号イ

に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 

１７ 法附則第１５条第２５項第３号イ

に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 

１９ 法附則第１５条第２５項第４号ロ

に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 

１８ 法附則第１５条第２５項第３号ロ

に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 

２０ 法附則第１５条第２５項第４号ハ

に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 

１９ 法附則第１５条第２５項第３号ハ

に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 

２１ （略） ２０ （略） 

 ２１ 法附則第１５条第３２項に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 

２２ 法附則第１５条第３２項に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の

２とする。 

２２ 法附則第１５条第３３項に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の

２とする。 

２３ 法附則第１５条第３７項に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の

２とする。 

２３ 法附則第１５条第３８項に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の

２とする。 

２４ 法附則第１５条第３８項に規定す

る市町村の条例で定める割合は２分の

１とする。 

 

２５ 法附則第１５条第４１項に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の

１とする。 

２４ 法附則第１５条第４２項に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の

１とする。 

２６ 法附則第１５条第４２項に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の

３とする。 

２５ 法附則第１５条第４３項に規定す

る市町村の条例で定める割合は４分の

３とする。 

２７ （略） ２６ （略） 
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２８ （略） ２７ （略） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減

額の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減

額の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告） 

第１０条の３ （略） 第１０条の３ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長は、法附則第１５条の７第１項

又は第２項の認定長期優良住宅のうち

区分所有に係る住宅については、前項

の申告書の提出がなかった場合におい

ても、長期優良住宅の普及の促進に関

する法律（平成２０年法律第８７号）

第５条第４項に規定する管理者等か

ら、法附則第１５条の７第３項に規定

する期間内に施行規則附則第７条第４

項に規定する書類の提出がされ、か

つ、当該区分所有に係る住宅が法附則

第１５条の７第１項又は第２項に規定

する要件に該当すると認められるとき

は、前項の規定にかかわらず、同条第

１項又は第２項の規定を適用すること

ができる。 

 

４ （略） ３ （略） 

５ （略） ４ （略） 

６ （略） ５ （略） 

７ （略） ６ （略） 

８ （略） ７ （略） 

９ 法附則第１５条の９第４項の高齢者

等居住改修住宅又は同条第５項の高齢

者等居住改修専有部分について、これ

らの規定の適用を受けようとする者

は、同条第４項に規定する居住安全改

修工事が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者

等居住改修住宅又は同条第５項の高齢

者等居住改修専有部分について、これ

らの規定の適用を受けようとする者

は、同条第４項に規定する居住安全改

修工事が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施
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行規則附則第７条第９項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

行規則附則第７条第８項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

１０ 法附則第１５条の９第９項の熱損

失防止改修等住宅又は同条第１０項の

熱損失防止改修等専有部分について、

これらの規定の適用を受けようとする

者は、同条第９項に規定する熱損失防

止改修工事等が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第１０項各号

に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

９  法附則第１５条の９第９項の熱損

失防止改修等住宅又は同条第１０項の

熱損失防止改修等専有部分について、

これらの規定の適用を受けようとする

者は、同条第９項に規定する熱損失防

止改修工事等が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第９項各号 

に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

１１ 法附則第１５条の９の２第１項に

規定する特定耐震基準適合住宅につい

て、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該特定耐震基準適合住宅に

係る耐震改修が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第１１項各号

に掲げる 書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

１０ 法附則第１５条の９の２第１項に

規定する特定耐震基準適合住宅につい

て、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該特定耐震基準適合住宅に

係る耐震改修が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第１０項各号

に規定する書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

１２ 法附則第１５条の９の２第４項に

規定する特定熱損失防止改修等住宅又

は同条第５項に規定する特定熱損失防

止改修等住宅専有部分について、これ

らの規定の適用を受けようとする者

は、法附則第１５条の９第９項に規定

する熱損失防止改修工事等が完了した

日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条

第１２項各号に掲げる書類を添付して

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に

規定する特定熱損失防止改修等住宅又

は同条第５項に規定する特定熱損失防

止改修等住宅専有部分について、これ

らの規定の適用を受けようとする者

は、法附則第１５条の９第９項に規定

する熱損失防止改修工事等が完了した

日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条

第１１項各号に掲げる書類を添付して
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市長に提出しなければならない。 市長に提出しなければならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

１３ 法附則第１５条の９の３第１項に

規定する特定マンションに係る区分所

有に係る家屋について、同項の規定の

適用を受けようとする者は、当該特定

マンションに係る同項に規定する工事

が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第７条第１７項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければなら

ない。 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に

規定する特定マンションに係る区分所

有に係る家屋について、同項の規定の

適用を受けようとする者は、当該特定

マンションに係る同項に規定する工事

が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第７条第１６項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければなら

ない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

１４ 法附則第１５条の１０第１項の耐

震基準適合家屋について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該耐

震基準適合家屋に係る耐震改修が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第

７条第１８項に規定する補助に係る補

助金確定通知書の写し、建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成７年法

律第１２３号）第７条又は附則第３条

第１項の規定による報告の写し及び当

該耐震改修後の家屋が令附則第１２条

第１９項に規定する基準を満たすこと

を証する書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

１３ 法附則第１５条の１０第１項の耐

震基準適合家屋について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該耐

震基準適合家屋に係る耐震改修が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第

７条第１７項に規定する補助に係る補

助金確定通知書の写し、建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成７年法

律第１２３号）第７条又は附則第３条

第１項の規定による報告の写し及び当

該耐震改修後の家屋が令附則第１２条

第１９項に規定する基準を満たすこと

を証する書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 施行規則附則第７条第１８項に規

定する補助の算定の基礎となった当

該耐震基準適合家屋に係る耐震改修

に要した費用 

(5) 施行規則附則第７条第１７項に規

定する補助の算定の基礎となった当

該耐震基準適合家屋に係る耐震改修

に要した費用 

(6) （略） (6) （略） 

１５ （略） １４ （略） 
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（土地に対して課する令和６年度から

令和８年度までの各年度分の固定資産

税の特例に関する用語の意義） 

（土地に対して課する令和３年度から

令和５年度までの各年度分の固定資産

税の特例に関する用語の意義） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

（令和７年度又は令和８年度における

土地の価格の特例） 

（令和４年度又は令和５年度における

土地の価格の特例） 

第１１条の２ 市の区域内の自然的及び

社会的条件からみて類似の利用価値を

有すると認められる地域において地価

が下落し、かつ、市長が土地の修正前

の価格（法附則第１７条の２第１項に

規定する修正前の価格をいう。）を当

該年度分の固定資産税の課税標準とす

ることが固定資産税の課税上著しく均

衡を失すると認める場合における当該

土地に対して課する固定資産税の課税

標準は、第６１条の規定にかかわら

ず、令和７年度分又は令和８年度分の

固定資産税に限り、当該土地の修正価

格（法附則第１７条の２第１項に規定

する修正価格をいう。）で土地課税台

帳等に登録されたものとする。 

第１１条の２ 市の区域内の自然的及び

社会的条件からみて類似の利用価値を

有すると認められる地域において地価

が下落し、かつ、市長が土地の修正前

の価格（法附則第１７条の２第１項に

規定する修正前の価格をいう。）を当

該年度分の固定資産税の課税標準とす

ることが固定資産税の課税上著しく均

衡を失すると認める場合における当該

土地に対して課する固定資産税の課税

標準は、第６１条の規定にかかわら

ず、令和４年度分又は令和５年度分の

固定資産税に限り、当該土地の修正価

格（法附則第１７条の２第１項に規定

する修正価格をいう。）で土地課税台

帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定す

る令和７年度適用土地又は令和７年度

類似適用土地であって、令和８年度分

の固定資産税について前項の規定の適

用を受けないこととなるものに対して

課する同年度分の固定資産税の課税標

準は、第６１条の規定にかかわらず、

修正された価格（法附則第１７条の２

第２項に規定する修正された価格をい

う。）で土地課税台帳等に登録された

ものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定す

る令和４年度適用土地又は令和４年度

類似適用土地であって、令和５年度分

の固定資産税について前項の規定の適

用を受けないこととなるものに対して

課する同年度分の固定資産税の課税標

準は、第６１条の規定にかかわらず、

修正された価格（法附則第１７条の２

第２項に規定する修正された価格をい

う。）で土地課税台帳等に登録された

ものとする。 

（宅地等に対して課する令和６年度か

ら令和８年度までの各年度分の固定資

（宅地等に対して課する令和３年度か

ら令和５年度までの各年度分の固定資
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産税の特例） 産税の特例） 

第１２条 宅地等に係る令和６年度から

令和８年度までの各年度分の固定資産

税の額は、当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税額が、当該宅地等の当

該年度分の固定資産税に係る前年度分

の固定資産税の課税標準額に、当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法

第３４９条の３の２の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に

同条に定める率を乗じて得た額。以下

この条において同じ。）に１００分の

５                

                 

  を乗じて得た額を加算した額  

                 

                 

（当該宅地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３又は附則

第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税

額（以下「宅地等調整固定資産税額」

という。）を超える場合には、当該宅

地等調整固定資産税額とする。 

第１２条 宅地等に係る令和３年度から

令和５年度までの各年度分の固定資産

税の額は、当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税額が、当該宅地等の当

該年度分の固定資産税に係る前年度分

の固定資産税の課税標準額に、当該宅

地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法

第３４９条の３の２の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に

同条に定める率を乗じて得た額。以下

この条において同じ。）に１００分の

５（商業地等に係る令和４年度分の固

定資産税にあっては、１００分の２．

５）を乗じて得た額を加算した額（令

和３年度分の固定資産税にあっては、

前年度分の固定資産税の課税標準額）

（当該宅地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３又は附則

第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税

額（以下「宅地等調整固定資産税額」

という。）を超える場合には、当該宅

地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等

に係る令和６年度から令和８年度まで

の各年度分の宅地等調整固定資産税額

は、当該宅地等調整固定資産税額が、

当該商業地等に係る当該年度分の固定

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等

に係る令和４年度分及び令和５年度分

     の宅地等調整固定資産税額

は、当該宅地等調整固定資産税額が、

当該商業地等に係る当該年度分の固定
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資産税の課税標準となるべき価格に１

０分の６を乗じて得た額（当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額を超

える場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 

資産税の課税標準となるべき価格に１

０分の６を乗じて得た額（当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額を超

える場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等

に係る令和６年度から令和８年度まで

の各年度分の宅地等調整固定資産税額

は、当該宅地等調整固定資産税額が、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格に１０

分の２を乗じて得た額（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額）を

当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額に満たない場

合には、同項の規定にかかわらず、当

該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等

に係る令和４年度分及び令和５年度分

     の宅地等調整固定資産税額

は、当該宅地等調整固定資産税額が、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格に１０

分の２を乗じて得た額（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額）を

当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額に満たない場

合には、同項の規定にかかわらず、当

該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．６以上０．７以

下のものに係る令和６年度から令和８

年度までの各年度分の固定資産税の額

は、第１項の規定にかかわらず、当該

商業地等の当該年度分の固定資産税に

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．６以上０．７以

下のものに係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の額

は、第１項の規定にかかわらず、当該

商業地等の当該年度分の固定資産税に
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係る前年度分の固定資産税の課税標準

額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は

附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける商業地等であると

きは、前年度分の固定資産税の課税標

準額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該商業地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税

額（以下「商業地等据置固定資産税額

」という。）とする。 

係る前年度分の固定資産税の課税標準

額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３又は

附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける商業地等であると

きは、前年度分の固定資産税の課税標

準額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該商業地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税

額（以下「商業地等据置固定資産税額

」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．７を超えるもの

に係る令和６年度から令和８年度まで

の各年度分の固定資産税の額は、第１

項の規定にかかわらず、当該商業地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条

の３又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商

業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額（以下「商業地等

調整固定資産税額」という。）とす

る。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該

年度の負担水準が０．７を超えるもの

に係る令和３年度から令和５年度まで

の各年度分の固定資産税の額は、第１

項の規定にかかわらず、当該商業地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条

の３又は附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商

業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額（以下「商業地等

調整固定資産税額」という。）とす

る。 

（農地に対して課する令和６年度から

令和８年度までの各年度分の固定資産

税の特例） 

（農地に対して課する令和３年度から

令和５年度までの各年度分の固定資産

税の特例） 

第１３条 農地に係る令和６年度から令

和８年度までの各年度分の固定資産税

第１３条 農地に係る令和３年度から令

和５年度までの各年度分の固定資産税
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の額は、当該農地に係る当該年度分の

固定資産税額が、当該農地に係る当該

年度分の固定資産税に係る前年度分の

固定資産税の課税標準額（当該農地が

当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける

農地であるときは、当該課税標準額に

これらの規定に定める率を乗じて得た

額             ）に、

当該農地の当該年度の次の表の左欄に

掲げる負担水準の区分に応じ、同表の

右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た

額                

                 

   を当該農地に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額（以下

「農地調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該農地調整固定

資産税額とする。 

（略） 
 

の額は、当該農地に係る当該年度分の

固定資産税額が、当該農地に係る当該

年度分の固定資産税に係る前年度分の

固定資産税の課税標準額（当該農地が

当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける

農地であるときは、当該課税標準額に

これらの規定に定める率を乗じて得た

額。以下この項において同じ。）に、

当該農地の当該年度の次の表の左欄に

掲げる負担水準の区分に応じ、同表の

右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た

額（令和３年度分の固定資産税にあっ

ては、前年度分の固定資産税の課税標

準額）を当該農地に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額（以下

「農地調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該農地調整固定

資産税額とする 

（略） 
 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 附則第１２条第１項から第５

項までの規定の適用がある宅地等（附

則第１１条第２号に掲げる宅地等をい

うものとし、法第３４９条の３、第３

４９条の３の２又は附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用がある

宅地等を除く。）に対して課する令和

６年度から令和８年度までの各年度分

の特別土地保有税については、第１３

７条第１号及び第１４０条の５中「当

該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき価格」とあるのは、「当該年度

第１５条 附則第１２条第１項から第５

項までの規定の適用がある宅地等（附

則第１１条第２号に掲げる宅地等をい

うものとし、法第３４９条の３、第３

４９条の３の２又は附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用がある

宅地等を除く。）に対して課する令和

３年度から令和５年度までの各年度分

の特別土地保有税については、第１３

７条第１号及び第１４０条の５中「当

該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき価格」とあるのは、「当該年度
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分の固定資産税に係る附則第１２条第

１項から第５項までに規定する課税標

準となるべき額」とする。 

分の固定資産税に係る附則第１２条第

１項から第５項までに規定する課税標

準となるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定す

る宅地評価土地の取得のうち平成１８

年１月１日から令和９年３月３１日ま

での間にされたものに対して課する特

別土地保有税については、第１３７条

第２号中「不動産取得税の課税標準と

なるべき価格」とあるのは「不動産取

得税の課税標準となるべき価格（法附

則第１１条の５第１項の規定の適用が

ないものとした場合における課税標準

となるべき価格をいう。）に２分の１

を乗じて得た額」とし、「令第５４条

の３８第１項に規定する価格」とある

のは「令第５４条の３８第１項に規定

する価格（法附則第１１条の５第１項

の規定の適用がないものとした場合に

おける価格をいう。）に２分の１を乗

じて得た額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定す

る宅地評価土地の取得のうち平成１８

年１月１日から令和６年３月３１日ま

での間にされたものに対して課する特

別土地保有税については、第１３７条

第２号中「不動産取得税の課税標準と

なるべき価格」とあるのは「不動産取

得税の課税標準となるべき価格（法附

則第１１条の５第１項の規定の適用が

ないものとした場合における課税標準

となるべき価格をいう。）に２分の１

を乗じて得た額」とし、「令第５４条

の３８第１項に規定する価格」とある

のは「令第５４条の３８第１項に規定

する価格（法附則第１１条の５第１項

の規定の適用がないものとした場合に

おける価格をいう。）に２分の１を乗

じて得た額」とする。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

（上場株式等に係る配当所得等に係る

市民税の課税の特例） 

（上場株式等に係る配当所得等に係る

市民税の課税の特例） 

第１６条の３ （略） 第１６条の３ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の

８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８

中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第１６条の３第

１項の規定による市民税の所得割の
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額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係

る市民税の課税の特例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係

る市民税の課税の特例） 

第１６条の４ （略） 第１６条の４ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の

８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８

中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第１６条の４第

１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 

４ （略） ４ （略） 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の

課税の特例） 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の

課税の特例） 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の

８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８

中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第１７条第１項

の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の

課税の特例） 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の

課税の特例） 

第１８条 （略） 第１８条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 
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５ 第１項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

５ 第１項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の

８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８

中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第１８条第１項

の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る

個人の市民税の課税の特例） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る

個人の市民税の課税の特例） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の

８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８

中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第１９条第１項

の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人

の市民税の課税の特例） 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人

の市民税の課税の特例） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の

８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８

中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第２０条第１項
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の規定による市民税の所得割の額」

とする。 

（特例適用利子等及び特例適用配当等

に係る個人の市民税の課税の特例） 

（特例適用利子等及び特例適用配当等

に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２０条の２ （略） 第２０条の２ （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の

８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８

中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第２０条の２第

１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

 

３、４ （略） ３、４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合

には、次に定めるところによる。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合

には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の

８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８

中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第２０条の２第

３項後段の規定による市民税の所得

割の額」とする。 

 

（条約適用利子等及び条約適用配当等

に係る個人の市民税の課税の特例） 

（条約適用利子等及び条約適用配当等

に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２０条の３ （略） 第２０条の３ （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の

８の規定の適用については、附則第
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７条の５第１項及び附則第７条の８

中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第２０条の３第

１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

３、４ （略） ３、４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合

には、次に定めるところによる。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合

には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の

８の規定の適用については、附則第

７条の５第１項及び附則第７条の８

中「所得割の額」とあるのは、「所

得割の額並びに附則第２０条の３第

３項後段の規定による市民税の所得

割の額」とする。 

 

６ （略） ６ （略） 
  

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の西条市税条例の規定

中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税について適

用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法

等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地

方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第４項において「旧法」という。

）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課

する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条

第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用

に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行の

日から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規

定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税
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については、なお従前の例による。 
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提案理由 

 地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）が令和６年３月３０日に

公布され、その一部が同年４月１日から施行されたことに伴い、該当部分について、

西条市税条例の一部を改正する条例を専決処分したので、これを報告し、承認を求め

るものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

 （専決処分） 

第１７９条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第１１３条ただし書の場合

においてなお会議を開くことができないとき、普通地方公共団体の長において議

会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであると認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決

しないときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分するこ

とができる。ただし、第１６２条の規定による副知事又は副市町村長の選任の同

意及び第２５２条の２０の２第４項の規定による第２５２条の１９第１項に規定

する指定都市の総合区長の選任の同意については、この限りでない。 

２ （略） 

３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、次の会議におい 

てこれを議会に報告し、その承認を求めなければならない。 

４ （略） 
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議案第５４号 

 

新居浜市・西条市・四国中央市消防指令事務協議会の設置について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２の２第１項の規定により、

新居浜市、西条市及び四国中央市における消防指令に関する事務を共同して管理し、

及び執行するため、次のとおり規約を定め、新居浜市・西条市・四国中央市消防指令

事務協議会を設置する。 

 

令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 

  



38 

新居浜市・西条市・四国中央市消防指令事務協議会規約 

（協議会の目的） 

第１条 この協議会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２の２

第１項の規定に基づき、複雑多様化する消防需要に広域的に対応し、消防サービ

スの高度化及び消防力の強化を図るため、消防指令に関する事務を共同して管理

し、及び執行することを目的とする。 

（協議会の名称） 

第２条 協議会の名称は、新居浜市・西条市・四国中央市消防指令事務協議会（以下

「協議会」という。）とする。 

（協議会を設ける市） 

第３条 協議会は、新居浜市、西条市及び四国中央市（以下「関係市」という。）が

これを設ける。 

（協議会の担任する事務） 

第４条 協議会は、関係市が共同で設置する消防指令に係る施設の整備及び運営に関

する事務（以下「担任事務」という。）を管理し、及び執行する。 

（協議会の事務所） 

第５条 協議会の事務所は、新居浜市一宮町一丁目５番１号新居浜市消防防災合同庁

舎内に置く。 

（協議会の組織） 

第６条 協議会は、会長、副会長２人及び委員９人以内をもって組織する。 

（会長及び副会長） 

第７条 会長は、新居浜市消防本部消防長の職にある者をもって充て、副会長は、西

条市消防本部消防長の職にある者及び四国中央市消防本部消防長の職にある者を

もって充てる。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐する。 

４ 会長及び副会長は、非常勤とする。 

（委員） 

第８条 委員は、関係市の消防長が協議により定めた職にある者をもって充てる。 

２ 委員は、非常勤とする。 

（会長の職務代理） 

第９条 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名す

る副会長がその職務を代理する。 

（職員） 

第１０条 担任事務に従事する職員（以下「職員」という。）の定数及び当該定数の

関係市間の配分については、関係市の消防長が協議により、これを定める。 
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２ 会長は、前項の規定により配分された定数の職員を、それぞれ関係市の消防長の

推薦に基づき、選任するものとする。 

３ 会長は、職員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき、又は職員

に職務上の義務違反その他職員たるに適しない非行があると認めるときは、関係

市の消防長と協議の上、これを解任することができる。 

（事務処理のための組織） 

第１１条 会長は、協議会の会議（以下「会議」という。）を経て、担任事務を処理

するために必要な組織を設けることができる。 

（会議） 

第１２条 会議は、担任事務の管理及び執行に関する基本的な事項を決定する。 

（会議の招集） 

第１３条 会議は、会長がこれを招集する。 

２ 会長は、副会長及び委員の総数の半数以上の者から会議の招集の請求があったと

きは、これを招集しなければならない。 

３ 会議開催の日時及び場所は、会議に付議すべき事項とともに、会長があらかじめ

これを副会長及び委員に通知しなければならない。 

（会議の運営） 

第１４条 会議は、会長、副会長及び委員の総数の半数以上の出席がなければ、これ

を開くことができない。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 前２項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会議によりこれを

定める。 

（関係市の長等の名においてする事務の管理及び執行） 

第１５条 協議会が担任事務を関係市の長又は消防長の名において管理し、及び執行

する場合においては、協議会は、担任事務に関する新居浜市の条例、規則その他

の規程（以下「条例等」という。）を関係市の条例等とみなして、担任事務をその

定めるところにより管理し、及び執行するものとする。 

２ 新居浜市長は、担任事務に係る新居浜市の条例等が制定され、又は改廃された場

合においては、速やかにその旨を西条市長及び四国中央市長に通知しなければな

らない。 

（経費の支弁の方法） 

第１６条 担任事務の管理及び執行に要する費用は、関係市が負担する。 

２ 前項の規定により関係市が負担すべき額は、関係市が協議して別に定める負担割

合によるものとする。 

３ 西条市及び四国中央市は、第１項の規定による負担金を新居浜市に納付しなけれ

ばならない。 
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（財産の取得、管理及び処分の方法） 

第１７条 担任事務の用に供する財産に関しては、関係市が協議してそれぞれ取得し、

又は処分するものとし、当該財産の管理は、協議会が行う。 

２ 協議会は、前項の財産の管理を行う場合においては、当該管理に関する新居浜市

の条例等を関係市の当該管理に関する条例等とみなして、当該管理をその定める

ところにより行うものとする。この場合においては、第１５条第２項の規定を準

用する。 

（その他の財務に関する事項） 

第１８条 この規約に特別の定めがあるものを除くほか、協議会の財務に関しては、

地方自治法に定める普通地方公共団体の財務に関する手続の例による。 

（協議会解散の場合の措置） 

第１９条 協議会が解散した場合における担任事務の承継については、関係市が協議

して定める。 

（協議会の規程） 

第２０条 協議会は、この規約に定めるもののほか、担任事務の管理及び執行その他

協議会に関して必要な規程を定めることができる。 

附 則 

この規約は、令和６年７月９日から施行する。 
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提案理由 

複雑多様化する消防需要に広域的に対応し、消防サービスの高度化及び消防力の

強化を図るため、消防指令に関する事務を共同して管理し、及び執行することを目的

として、新居浜市・西条市・四国中央市消防指令事務協議会を設置するため、地方自

治法第２５２条の２の２第３項の規定に基づき、議会の議決を求めるものである。 

 

関係法令 

地方自治法 

（協議会の設置） 

第２５２条の２の２ 普通地方公共団体は、普通地方公共団体の事務の一部を共同し

て管理し及び執行し、若しくは普通地方公共団体の事務の管理及び執行について

連絡調整を図り、又は広域にわたる総合的な計画を共同して作成するため、協議

により規約を定め、普通地方公共団体の協議会を設けることができる。 

２ 普通地方公共団体は、協議会を設けたときは、その旨及び規約を告示するととも

に、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、その他のものにあっては都道

府県知事に届け出なければならない。 

３ 第１項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければなら

ない。ただし、普通地方公共団体の事務の管理及び執行について連絡調整を図る

ため普通地方公共団体の協議会を設ける場合は、この限りでない。 

４～６ （略） 

（協議会の組織） 

第２５２条の３ 普通地方公共団体の協議会は、会長及び委員をもってこれを組織す

る。 

２ 普通地方公共団体の協議会の会長及び委員は、規約の定めるところにより常勤又

は非常勤とし、関係普通地方公共団体の職員のうちから、これを選任する。 

３ 普通地方公共団体の協議会の会長は、普通地方公共団体の協議会の事務を掌理し、

協議会を代表する。 

（協議会の規約） 

第２５２条の４ 普通地方公共団体の協議会の規約には、次に掲げる事項につき規定

を設けなければならない。 

(1) 協議会の名称 

(2) 協議会を設ける普通地方公共団体 

(3) 協議会の管理し及び執行し、若しくは協議会において連絡調整を図る関係普

通地方公共団体の事務又は協議会の作成する計画の項目 

(4) 協議会の組織並びに会長及び委員の選任の方法 

(5) 協議会の経費の支弁の方法 
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２ 普通地方公共団体の事務の一部を共同して管理し及び執行するため普通地方公共

団体の協議会を設ける場合には、協議会の規約には、前項各号に掲げるもののほ

か、次に掲げる事項につき規定を設けなければならない。 

(1) 協議会の管理し及び執行する関係普通地方公共団体の事務（以下本項中「協

議会の担任する事務」という。）の管理及び執行の方法 

(2) 協議会の担任する事務を管理し及び執行する場所 

(3) 協議会の担任する事務に従事する関係普通地方公共団体の職員の身分取扱い 

(4) 協議会の担任する事務の用に供する関係普通地方公共団体の財産の取得、管

理及び処分又は公の施設の設置、管理及び廃止の方法 

(5) 前各号に掲げるものを除くほか、協議会と協議会を設ける関係普通地方公共

団体との関係その他協議会に関し必要な事項 
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議案第５５号 

 

西条市議会議員及び西条市長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る条例の一部を改正する条例について 

 

西条市議会議員及び西条市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の

一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市議会議員及び西条市長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る条例の一部を改正する条例  
西条市議会議員及び西条市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例

（平成１６年西条市条例第１８号）の一部を次のように改正する。  
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 
  

（選挙運動用自動車の使用の公費負担

額及び支払手続） 

（選挙運動用自動車の使用の公費負担

額及び支払手続） 

第４条 西条市は、候補者（前条の届出

をした者に限る。）が同条の契約に基

づき当該契約の相手方である一般乗用

旅客自動車運送事業者その他の者（以

下「一般乗用旅客自動車運送事業者等

」という。）に支払うべき金額のう

ち、次の各号に掲げる区分に応じ該当

各号に定める金額を、第２条ただし書

に規定する要件に該当する場合に限

り、当該一般乗用旅客自動車運送事業

者等からの請求に基づき、当該一般乗

用旅客自動車運送事業者等に対し支払

う。 

第４条 西条市は、候補者（前条の届出

をした者に限る。）が同条の契約に基

づき当該契約の相手方である一般乗用

旅客自動車運送事業者その他の者（以

下「一般乗用旅客自動車運送事業者等

」という。）に支払うべき金額のう

ち、次の各号に掲げる区分に応じ該当

各号に定める金額を、第２条ただし書

に規定する要件に該当する場合に限

り、当該一般乗用旅客自動車運送事業

者等からの請求に基づき、当該一般乗

用旅客自動車運送事業者等に対し支払

う。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該契約が一般運送契約以外の契

約である場合 次に掲げる区分に応

じ、それぞれに定める金額 

(2) 当該契約が一般運送契約以外の契

約である場合 次に掲げる区分に応

じ、それぞれに定める金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の

借入れ契約（以下「自動車借入れ

契約」という。）である場合 当

該選挙運動用自動車（同一の日に

おいて自動車借入れ契約により２

台以上の選挙運動用自動車が使用

される場合にあっては、当該候補

者が指定するいずれか１台の選挙

ア 当該契約が選挙運動用自動車の

借入れ契約（以下「自動車借入れ

契約」という。）である場合 当

該選挙運動用自動車（同一の日に

おいて自動車借入れ契約により２

台以上の選挙運動用自動車が使用

される場合にあっては、当該候補

者が指定するいずれか１台の選挙
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運動用自動車に限る。）のそれぞ

れにつき、選挙運動用自動車とし

て使用された各日についてその使

用に対し支払うべき金額（当該金

額が１万６，１００円を超える場

合にあっては、１万６，１００円

）の合計金額 

運動用自動車に限る。）のそれぞ

れにつき、選挙運動用自動車とし

て使用された各日についてその使

用に対し支払うべき金額（当該金

額が１万５，８００円を超える場

合にあっては、１万５，８００円

）の合計金額 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の

燃料の供給に関する契約である場

合 当該契約に基づき当該選挙運

動用自動車に供給した燃料の代金

（当該選挙運動用自動車（これに

代わり使用される他の選挙運動用

自動車を含む。）が既に前条の届

出に係る契約に基づき供給を受け

た燃料の代金と合算して、７，７

００円に当該候補者につき法第８

６条の４第１項、第２項、第５

項、第６項又は第８項の規定によ

る候補者の届出のあった日から当

該選挙の期日の前日までの日数か

ら前号の契約が締結されている日

数を除いた日数を乗じて得た金額

に達するまでの部分の金額である

ことにつき、委員会が定めるとこ

ろにより、当該候補者からの申請

に基づき、委員会が確認したもの

に限る。） 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の

燃料の供給に関する契約である場

合 当該契約に基づき当該選挙運

動用自動車に供給した燃料の代金

（当該選挙運動用自動車（これに

代わり使用される他の選挙運動用

自動車を含む。）が既に前条の届

出に係る契約に基づき供給を受け

た燃料の代金と合算して、７，５

６０円に当該候補者につき法第８

６条の４第１項、第２項、第５

項、第６項又は第８項の規定によ

る候補者の届出のあった日から当

該選挙の期日の前日までの日数か

ら前号の契約が締結されている日

数を除いた日数を乗じて得た金額

に達するまでの部分の金額である

ことにつき、委員会が定めるとこ

ろにより、当該候補者からの申請

に基づき、委員会が確認したもの

に限る。） 

ウ （略） ウ （略） 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担） （選挙運動用ビラの作成の公費負担） 

第６条 候補者は、７円７３銭に選挙運

動用ビラの作成枚数（当該作成枚数が

法第１４２条第１項第６号に定める枚

数を超える場合にあっては、同号に定

める枚数）を乗じて得た金額の範囲内

第６条 候補者は、７円５１銭に選挙運

動用ビラの作成枚数（当該作成枚数が

法第１４２条第１項第６号に定める枚

数を超える場合にあっては、同号に定

める枚数）を乗じて得た金額の範囲内
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で、選挙運動用ビラを無料で作成する

ことができる。この場合において、第

２条ただし書の規定を準用する。 

で、選挙運動用ビラを無料で作成する

ことができる。この場合において、第

２条ただし書の規定を準用する。 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担額

及び支払手続） 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担額

及び支払手続） 

第８条 西条市は、候補者（前条の届出

をした者に限る。）が同条の契約に基

づき当該契約の相手方であるビラの作

成を業とする者に支払うべき金額のう

ち、当該契約に基づき作成された選挙

運動用ビラの１枚当たりの作成単価

（当該作成単価が７円７３銭を超える

場合にあっては、７円７３銭）に当該

選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補

者を通じて、法第１４２条第１項第６

号に定める枚数の範囲内のものである

ことにつき、委員会が定めるところに

より、当該候補者からの申請に基づ

き、委員会が確認したものに限る。）

を乗じて得た金額（１円未満の端数が

ある場合にあっては、その端数は切り

捨てる。）を、第６条後段において準

用する第２条ただし書に規定する要件

に該当する場合に限り、当該ビラの作

成を業とする者からの請求に基づき、

当該ビラの作成を業とする者に対し支

払う。 

第８条 西条市は、候補者（前条の届出

をした者に限る。）が同条の契約に基

づき当該契約の相手方であるビラの作

成を業とする者に支払うべき金額のう

ち、当該契約に基づき作成された選挙

運動用ビラの１枚当たりの作成単価

（当該作成単価が７円５１銭を超える

場合にあっては、７円５１銭）に当該

選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補

者を通じて、法第１４２条第１項第６

号に定める枚数の範囲内のものである

ことにつき、委員会が定めるところに

より、当該候補者からの申請に基づ

き、委員会が確認したものに限る。）

を乗じて得た金額（１円未満の端数が

ある場合にあっては、その端数は切り

捨てる。）を、第６条後段において準

用する第２条ただし書に規定する要件

に該当する場合に限り、当該ビラの作

成を業とする者からの請求に基づき、

当該ビラの作成を業とする者に対し支

払う。 

（選挙運動用ポスターの作成の公費負

担額及び支払手続） 

（選挙運動用ポスターの作成の公費負

担額及び支払手続） 

第１１条 西条市は、候補者（前条の届

出をした者に限る。）が同条の契約に

基づき当該契約の相手方であるポスタ

ーの作成を業とする者に支払うべき金

額のうち、当該契約に基づき作成され

た選挙運動用ポスターの１枚当たりの

第１１条 西条市は、候補者（前条の届

出をした者に限る。）が同条の契約に

基づき当該契約の相手方であるポスタ

ーの作成を業とする者に支払うべき金

額のうち、当該契約に基づき作成され

た選挙運動用ポスターの１枚当たりの
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作成単価（当該作成単価が、５４１円

３１銭に当該選挙が行われる区域にお

けるポスター掲示場の数を乗じて得た

金額に３１６，２５０円を加えた金額

を当該選挙が行われる区域におけるポ

スター掲示場の数で除して得た金額

（１円未満の端数がある場合にあって

は、その端数は１円とする。以下「単

価の限度額」という。）を超える場合

にあっては、当該単価の限度額   

         ）に当該選挙運動

用ポスターの作成枚数（当該候補者を

通じて当該選挙の行われる区域におけ

るポスター掲示場の数に相当する数の

範囲内のものであることにつき、委員

会が定めるところにより、当該候補者

からの申請に基づき、委員会が確認し

たものに限る。）を乗じて得た金額

を、第９条後段において準用する第２

条ただし書に規定する要件に該当する

場合に限り、当該ポスターの作成を業

とする者からの請求に基づき、当該ポ

スターの作成を業とする者に対し支払

う。 

作成単価（当該作成単価が、次の各号

に掲げる区分に応じ当該各号に定める

ところにより算定した金額     

                 

                 

                 

                 

                 

           を超える場合

にあっては、当該各号に定めるところ

により算定した金額）に当該選挙運動

用ポスターの作成枚数（当該候補者を

通じて当該選挙の行われる区域におけ

るポスター掲示場の数に相当する数の

範囲内のものであることにつき、委員

会が定めるところにより、当該候補者

からの申請に基づき、委員会が確認し

たものに限る。）を乗じて得た金額

を、第９条後段において準用する第２

条ただし書に規定する要件に該当する

場合に限り、当該ポスターの作成を業

とする者からの請求に基づき、当該ポ

スターの作成を業とする者に対し支払

う。 

 (1) 当該選挙が行われる区域における

ポスター掲示場の数が５００以下で

ある場合 ５２５円６銭に当該ポス

ター掲示場の数を乗じて得た金額に

３１０，５００円を加えた金額を当

該選挙が行われる区域におけるポス

ター掲示場の数で除して得た金額

（１円未満の端数がある場合には、

その端数は、１円とする。次号にお

いて同じ。） 

 (2) 当該選挙が行われる区域における
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ポスター掲示場の数が５００を超え

る場合 ２７円５０銭にその５００

を超える数を乗じて得た金額に５７

３，０３０円を加えた金額を当該選

挙が行われる区域におけるポスター

掲示場の数で除して得た金額 
  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の西条市議会議員及び西条市長の選挙における選挙運動の

公費負担に関する条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後その期日を告示される選挙について適用し、施行日の前日までにその期日を

告示された選挙については、なお従前の例による。 
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提案理由 

公職選挙法施行令の一部を改正する政令（令和４年政令第１７２号）が施行され

たことに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第５６号 

 

西条市税条例の一部を改正する条例について 

 

西条市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市税条例の一部を改正する条例 

西条市税条例（平成１６年西条市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 
  

第５６条 法第３４８条第２項第９号、

第９号の２若しくは第１２号の固定資

産又は同項第１６号の固定資産（独立

行政法人労働者健康安全機構が設置す

る医療関係者の養成所において直接教

育の用に供するものに限る。）につい

て同項本文の規定の適用を受けようと

する者は、土地については第１号及び

第２号に、家屋については第３号及び

第４号に、償却資産については第５号

及び第６号に掲げる事項を記載した申

告書を、当該土地、家屋又は償却資産

が学校法人若しくは私立学校法（昭和

２４年法律第２７０号）第１５２条第

５項の法人、公益社団法人若しくは公

益財団法人、宗教法人若しくは社会福

祉法人で幼稚園を設置するもの、医療

法（昭和２３年法律第２０５号）第３

１条の公的医療機関の開設者、令第４

９条の１０第１項に規定する医療法

人、公益社団法人若しくは公益財団法

人、一般社団法人（非営利型法人（法

人税法第２条第９号の２に規定する非

営利型法人をいう。以下この条におい

て同じ。）に該当するものに限る。）若

しくは一般財団法人（非営利型法人に

該当するものに限る。）、社会福祉法

人、独立行政法人労働者健康安全機

構、健康保険組合若しくは健康保険組

合連合会若しくは国家公務員共済組合

第５６条 法第３４８条第２項第９号、

第９号の２若しくは第１２号の固定資

産又は同項第１６号の固定資産（独立

行政法人労働者健康安全機構が設置す

る医療関係者の養成所において直接教

育の用に供するものに限る。）につい

て同項本文の規定の適用を受けようと

する者は、土地については第１号及び

第２号に、家屋については第３号及び

第４号に、償却資産については第５号

及び第６号に掲げる事項を記載した申

告書を、当該土地、家屋又は償却資産

が学校法人若しくは私立学校法（昭和

２４年法律第２７０号）第６４条第４

項 の法人、公益社団法人若しくは公

益財団法人、宗教法人若しくは社会福

祉法人で幼稚園を設置するもの、医療

法（昭和２３年法律第２０５号）第３

１条の公的医療機関の開設者、令第４

９条の１０第１項に規定する医療法

人、公益社団法人若しくは公益財団法

人、一般社団法人（非営利型法人（法

人税法第２条第９号の２に規定する非

営利型法人をいう。以下この条におい

て同じ。）に該当するものに限る。）若

しくは一般財団法人（非営利型法人に

該当するものに限る。）、社会福祉法

人、独立行政法人労働者健康安全機

構、健康保険組合若しくは健康保険組

合連合会若しくは国家公務員共済組合
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若しくは国家公務員共済組合連合会で

看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科

技工士、助産師、臨床検査技師、理学

療法士若しくは作業療法士の養成所を

設置するもの、公益社団法人若しくは

公益財団法人で図書館を設置するも

の、公益社団法人若しくは公益財団法

人若しくは宗教法人で博物館法（昭和

２６年法律第２８５号）第２条第１項

の博物館を設置するもの又は公益社団

法人若しくは公益財団法人で学術の研

究を目的とするもの（以下この条にお

いて「学校法人等」という。）の所有

に属しないものである場合においては

当該土地、家屋又は償却資産を当該学

校法人等に無料で使用させていること

を証明する書面を添付して、市長に提

出しなければならない。 

若しくは国家公務員共済組合連合会で

看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科

技工士、助産師、臨床検査技師、理学

療法士若しくは作業療法士の養成所を

設置するもの、公益社団法人若しくは

公益財団法人で図書館を設置するも

の、公益社団法人若しくは公益財団法

人若しくは宗教法人で博物館法（昭和

２６年法律第２８５号）第２条第１項

の博物館を設置するもの又は公益社団

法人若しくは公益財団法人で学術の研

究を目的とするもの（以下この条にお

いて「学校法人等」という。）の所有

に属しないものである場合においては

当該土地、家屋又は償却資産を当該学

校法人等に無料で使用させていること

を証明する書面を添付して、市長に提

出しなければならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

附 則 附 則 

 （公益法人等に係る市民税の課税の特

例） 

 

 

第４条の２ 当分の間、租税特別措置法

第４０条第３項後段（同条第６項から

第１０項まで及び第１１項（同条第１

２項において準用する場合を含む。以

下この条において同じ。）の規定によ

りみなして適用する場合を含む。）の

規定の適用を受けた同法第４０条第３

項に規定する公益法人等（同条第６項

から第１１項までの規定により特定贈

与等に係る公益法人等とみなされる法

人を含む。）を同条第３項に規定する

贈与又は遺贈を行った個人とみなし

て、令附則第３条の２の３で定めると
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ころにより、これに同項に規定する財

産（同法第４０条第６項から第１１項

までの規定により特定贈与等に係る財

産とみなされる資産を含む。）に係る

山林所得の金額、譲渡所得の金額又は

雑所得の金額に係る市民税の所得割を

課する。 
  

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第４条の２を削る改

正規定は、公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の日の属する年の

翌年の１月１日から施行する。 
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提案理由 

地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）が公布されたことに伴

い、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第５７号 

 

西条市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

西条市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

西条市国民健康保険税条例（平成１６年西条市条例第５３号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（課税額） （課税額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主

（前条第２項の世帯主を除く。）及び

その世帯に属する国民健康保険の被保

険者につき算定した所得割額    

  並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、

当該合算額が６５万円を超える場合に

おいては、基礎課税額は、６５万円と

する。 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主

（前条第２項の世帯主を除く。）及び

その世帯に属する国民健康保険の被保

険者につき算定した所得割額及び資産

割額並びに被保険者均等割額及び世帯

別平等割額の合算額とする。ただし、

当該合算額が６５万円を超える場合に

おいては、基礎課税額は、６５万円と

する。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等

課税額は、世帯主（前条第２項の世帯

主を除く。）及びその世帯に属する被

保険者につき算定した所得割額   

   並びに被保険者均等割額及び世

帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が２４万円を超える場

合においては、後期高齢者支援金等課

税額は、２４万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等

課税額は、世帯主（前条第２項の世帯

主を除く。）及びその世帯に属する被

保険者につき算定した所得割額及び資

産割額並びに被保険者均等割額及び世

帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が２２万円を超える場

合においては、後期高齢者支援金等課

税額は、２２万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額

は、介護納付金課税被保険者である世

帯主（前条第２項の世帯主を除く。）

及びその世帯に属する介護納付金課税

被保険者につき算定した所得割額  

    並びに被保険者均等割額及び

世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が１７万円を超える場

４ 第１項第３号の介護納付金課税額

は、介護納付金課税被保険者である世

帯主（前条第２項の世帯主を除く。）

及びその世帯に属する介護納付金課税

被保険者につき算定した所得割額及び

資産割額並びに被保険者均等割額及び

世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が１７万円を超える場
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合においては、介護納付金課税額は、

１７万円とする。 

合においては、介護納付金課税額は、

１７万円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の所得割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課

期日の属する年の前年の所得に係る地

方税法（昭和２５年法律第２２６号。

以下「法」という。）第３１４条の２

第１項に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合計額から同条第２項の規

定による控除をした後の総所得金額及

び山林所得金額の合計額（以下「基礎

控除後の総所得金額等」という。）に

１００分の７．８７を乗じて算定す

る。 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課

期日の属する年の前年の所得に係る地

方税法（昭和２５年法律第２２６号。

以下「法」という。）第３１４条の２

第１項に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合計額から同条第２項の規

定による控除をした後の総所得金額及

び山林所得金額の合計額（以下「基礎

控除後の総所得金額等」という。）に

１００分の８．３３を乗じて算定す

る。 

２ （略） ２ （略） 

 （国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の資産割額） 

 第４条 第２条第２項の資産割額は、当

該年度分の固定資産税額のうち、土地

及び家屋に係る部分の額に１００分の

１０．５を乗じて算定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額） 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割

額は、被保険者１人について３３，２

５０円とする。 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割

額は、被保険者１人について２９，０

００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額） 

第４条の２ 第２条第２項の世帯別平等

割額は、次の各号に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める額

とする。 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等

割額は、次の各号に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める額

とする。 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者 (1) 特定世帯（特定同一世帯所属者
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（国民健康保険法第６条第８号の規

定により被保険者の資格を喪失した

者であって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯に属

するものをいう。以下同じ。）と同

一の世帯に属する被保険者が属する

世帯であって同日の属する月（以下

この号において「特定月」という。

）以後５年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者

がいない場合に限る。）をいう。次

号、第６条の２及び第２２条第１項

において同じ。）及び特定継続世帯

（特定同一世帯所属者と同一の世帯

に属する被保険者が属する世帯であ

って特定月以後５年を経過する月の

翌月から特定月以後８年を経過する

月までの間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限る。

）をいう。第３号、第６条の２及び

第２２条第１項において同じ。）以

外の世帯 ２２，０７０円 

（国民健康保険法第６条第８号の規

定により被保険者の資格を喪失した

者であって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯に属

するものをいう。以下同じ。）と同

一の世帯に属する被保険者が属する

世帯であって同日の属する月（以下

この号において「特定月」という。

）以後５年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者

がいない場合に限る。）をいう。次

号、第７条の３及び第２３条第１項

において同じ。）及び特定継続世帯

（特定同一世帯所属者と同一の世帯

に属する被保険者が属する世帯であ

って特定月以後５年を経過する月の

翌月から特定月以後８年を経過する

月までの間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限る。

）をいう。第３号、第７条の３及び

第２３条第１項において同じ。）以

外の世帯 ２０，９００円 

(2) 特定世帯 １１，０３５円 (2) 特定世帯 １０，４５０円 

(3) 特定継続世帯 １６，５５２円 (3) 特定継続世帯 １５，６７５円 

（国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の所得割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の所得割額） 

第５条 第２条第３項の所得割額は、基

礎控除後の総所得金額等に１００分の

３．０９を乗じて算定する。 

第６条 第２条第３項の所得割額は、基

礎控除後の総所得金額等に１００分の

２．５３を乗じて算定する。 

 （国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の資産割額） 

 第７条 第２条第３項の資産割額は、当

該年度分の固定資産税額のうち、土地

及び家屋に係る部分の額に１００分の

２．７を乗じて算定する。 
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（国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額） 

第６条   第２条第３項の被保険者均

等割額は、被保険者１人について１２

，７２０円とする。 

第７条の２ 第２条第３項の被保険者均

等割額は、被保険者１人について９，

０００円 とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額） 

第６条の２ 第２条第３項の世帯別平等

割額は、次の各号に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める額

とする。 

第７条の３ 第２条第３項の世帯別平等

割額は、次の各号に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める額

とする。 

(1) 特定世帯及び特定継続世帯以外の

世帯 ８，４４０円 

(1) 特定世帯及び特定継続世帯以外の

世帯 ６，４００円 

(2) 特定世帯 ４，２２０円 (2) 特定世帯 ３，２００円 

(3) 特定継続世帯 ６，３３０円 (3) 特定継続世帯 ４，８００円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得

割額） 

（介護納付金課税被保険者に係る所得

割額） 

第７条 第２条第４項の所得割額は、介

護納付金課税被保険者に係る基礎控除

後の総所得金額等に１００分の２．５

４を乗じて算定する。 

第８条 第２条第４項の所得割額は、介

護納付金課税被保険者に係る基礎控除

後の総所得金額等に１００分の２．１

７を乗じて算定する。 

 （介護納付金課税被保険者に係る資産

割額） 

 第９条 第２条第４項の資産割額は、介

護納付金課税被保険者に係る当該年度

分の固定資産税額のうち、土地及び家

屋に係る部分の額に１００分の２．８

５を乗じて算定する。 

（介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額） 

（介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額） 

第８条   第２条第４項の被保険者均

等割額は、介護納付金課税被保険者１

第９条の２ 第２条第４項の被保険者均

等割額は、介護納付金課税被保険者１
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人について１２，８９０円とする。 人について９，６００円 とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額） 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額） 

第８条の２ 第２条第４項の世帯別平等

割額は、１世帯について５，７９０円

とする。 

第９条の３ 第２条第４項の世帯別平等

割額は、１世帯について５，１００円

とする。 

第９条  （略） 第１０条 （略） 

（徴収の方法） （徴収の方法） 

第１０条 国民健康保険税は、第１３

条、第１７条及び第１８条の規定によ

って特別徴収の方法による場合を除く

ほか、普通徴収の方法によって徴収す

る。 

第１１条 国民健康保険税は、第１４

条、第１８条及び第１９条の規定によ

って特別徴収の方法による場合を除く

ほか、普通徴収の方法によって徴収す

る。 

第１１条 （略） 第１２条 （略） 

（納税義務の発生、消滅等に伴う賦課

） 

（納税義務の発生、消滅等に伴う賦課

） 

第１２条 国民健康保険税の賦課期日後

に納税義務が発生した者には、その発

生した日の属する月から、月割をもっ

て算定した第２条第１項の額（第２２

条の規定による減額が行われた場合に

は、その減額後の国民健康保険税の額

とする。以下この条において同じ。）

を課する。 

第１３条 国民健康保険税の賦課期日後

に納税義務が発生した者には、その発

生した日の属する月から、月割をもっ

て算定した第２条第１項の額（第２３

条の規定による減額が行われた場合に

は、その減額後の国民健康保険税の額

とする。以下この条において同じ。）

を課する。 

２～８ （略） ２～８ （略） 

第１３条 （略） 第１４条 （略） 

第１４条 （略） 第１５条 （略） 

第１５条 （略） 第１６条 （略） 

第１６条 （略） 第１７条 （略） 

第１７条 （略） 第１８条 （略） 

（新たに特別徴収対象被保険者となっ

た者に係る仮徴収） 

（新たに特別徴収対象被保険者となっ

た者に係る仮徴収） 

第１８条 次の各号に掲げる者につい

て、それぞれ当該各号に定める期間に

第１９条 次の各号に掲げる者につい

て、それぞれ当該各号に定める期間に
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おいて特別徴収対象年金給付が支払わ

れる場合においては、その支払に係る

国民健康保険税額として、法第７１８

条の８第２項に規定する支払回数割保

険税額の見込額（当該額によることが

適当でないと認められる特別な事情が

ある場合においては、所得の状況その

他の事情を勘案して市長が定める額と

する。）を、特別徴収の方法によって

徴収するものとする。 

おいて特別徴収対象年金給付が支払わ

れる場合においては、その支払に係る

国民健康保険税額として、法第７１８

条の８第２項に規定する支払回数割保

険税額の見込額（当該額によることが

適当でないと認められる特別な事情が

ある場合においては、所得の状況その

他の事情を勘案して市長が定める額と

する。）を、特別徴収の方法によって

徴収するものとする。 

(1) 第１３条第２項に規定する特別徴

収対象被保険者の国民健康保険税に

ついて同項の規定による特別徴収の

方法によって徴収が行われなかった

場合の当該特別徴収対象被保険者又

は当該年度の初日の属する年の前年

の８月２日から１０月１日までの間

に特別徴収対象被保険者となった者

 当該年度の初日から９月３０日ま

での間 

(1) 第１４条第２項に規定する特別徴

収対象被保険者の国民健康保険税に

ついて同項の規定による特別徴収の

方法によって徴収が行われなかった

場合の当該特別徴収対象被保険者又

は当該年度の初日の属する年の前年

の８月２日から１０月１日までの間

に特別徴収対象被保険者となった者

 当該年度の初日から９月３０日ま

での間 

(2)、(3) （略） (2)、(3) （略） 

（普通徴収税額への繰入） （普通徴収税額への繰入） 

第１９条 特別徴収対象被保険者が特別

徴収対象年金給付の支払を受けなくな

ったこと等により国民健康保険税を特

別徴収の方法によって徴収されないこ

ととなった場合においては、特別徴収

の方法によって徴収されないこととな

った額に相当する国民健康保険税額

を、その特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった日以後において

到来する第１１条第１項の納期がある

場合においてはそれぞれの納期におい

て、その日以後に到来する同項の納期

がない場合においては直ちに、普通徴

第２０条 特別徴収対象被保険者が特別

徴収対象年金給付の支払を受けなくな

ったこと等により国民健康保険税を特

別徴収の方法によって徴収されないこ

ととなった場合においては、特別徴収

の方法によって徴収されないこととな

った額に相当する国民健康保険税額

を、その特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった日以後において

到来する第１２条第１項の納期がある

場合においてはそれぞれの納期におい

て、その日以後に到来する同項の納期

がない場合においては直ちに、普通徴
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収の方法によって徴収するものとす

る。 

収の方法によって徴収するものとす

る。 

２ （略） ２ （略） 

第２０条 （略） 第２１条 （略） 

（徴収の特例に係る税額の修正の申出

等） 

（徴収の特例に係る税額の修正の申出

等） 

第２１条 前条第１項の規定によって国

民健康保険税を賦課した場合におい

て、当該年度分の国民健康保険税額が

前年度の国民健康保険税額の２分の１

に相当する額に満たないこととなると

認められるときは、同項の規定によっ

て国民健康保険税を徴収されることと

なる者は、第２５条の納税通知書の交

付を受けた日から３０日以内に市長に

前条第１項の規定によって徴収される

国民健康保険税額の修正を申し出るこ

とができる。 

第２２条 前条第１項の規定によって国

民健康保険税を賦課した場合におい

て、当該年度分の国民健康保険税額が

前年度の国民健康保険税額の２分の１

に相当する額に満たないこととなると

認められるときは、同項の規定によっ

て国民健康保険税を徴収されることと

なる者は、第２６条の納税通知書の交

付を受けた日から３０日以内に市長に

前条第１項の規定によって徴収される

国民健康保険税額の修正を申し出るこ

とができる。 

２ （略） ２ （略） 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２２条 次の各号のいずれかに掲げる

国民健康保険税の納税義務者に対して

課する国民健康保険税の額は、第２条

第２項本文の基礎課税額からア及びイ

に掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が６５万円を超える場合

には、６５万円）、同条第３項本文の

後期高齢者支援金等課税額からウ及び

エに掲げる額を減額して得た額（当該

減額して得た額が２４万円を超える場

合には、２４万円）並びに同条第４項

本文の介護納付金課税額からオ及びカ

に掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７万円を超える場合

には、１７万円）の合算額とする。 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる

国民健康保険税の納税義務者に対して

課する国民健康保険税の額は、第２条

第２項本文の基礎課税額からア及びイ

に掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が６５万円を超える場合

には、６５万円）、同条第３項本文の

後期高齢者支援金等課税額からウ及び

エに掲げる額を減額して得た額（当該

減額して得た額が２２万円を超える場

合には、２２万円）並びに同条第４項

本文の介護納付金課税額からオ及びカ

に掲げる額を減額して得た額（当該減

額して得た額が１７万円を超える場合

には、１７万円）の合算額とする。 
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(1) 法第７０３条の５第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、４３万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得を有する者（前年中に

法第７０３条の５第１項に規定する

総所得金額に係る所得税法（昭和４

０年法律第３３号）第２８条第１項

に規定する給与所得について同条第

３項に規定する給与所得控除額の控

除を受けた者（同条第１項に規定す

る給与等の収入金額が５５万円を超

える者に限る。）をいう。以下この

号において同じ。）の数及び公的年

金等に係る所得を有する者（前年中

に法第７０３条の５第１項に規定す

る総所得金額に係る所得税法第３５

条第３項に規定する公的年金等に係

る所得について同条第４項に規定す

る公的年金等控除額の控除を受けた

者（年齢６５歳未満の者にあっては

当該公的年金等の収入金額が６０万

円を超える者に限り、年齢６５歳以

上の者にあっては当該公的年金等の

収入金額が１１０万円を超える者に

限る。）をいい、給与所得を有する

者を除く。）の数の合計数（以下こ

の条において「給与所得者等の数」

という。）が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）を超

えない世帯に係る納税義務者 

(1) 法第７０３条の５第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、４３万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得を有する者（前年中に

法第７０３条の５第１項に規定する

総所得金額に係る所得税法（昭和４

０年法律第３３号）第２８条第１項

に規定する給与所得について同条第

３項に規定する給与所得控除額の控

除を受けた者（同条第１項に規定す

る給与等の収入金額が５５万円を超

える者に限る。）をいう。以下この

号において同じ。）の数及び公的年

金等に係る所得を有する者（前年中

に法第７０３条の５第１項に規定す

る総所得金額に係る所得税法第３５

条第３項に規定する公的年金等に係

る所得について同条第４項に規定す

る公的年金等控除額の控除を受けた

者（年齢６５歳未満の者にあっては

当該公的年金等の収入金額が６０万

円を超える者に限り、年齢６５歳以

上の者にあっては当該公的年金等の

収入金額が１１０万円を超える者に

限る。）をいい、給与所得を有する

者を除く。）の数の合計数（以下こ

の条において「給与所得者等の数」

という。）が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）を超

えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る ア 国民健康保険の被保険者に係る
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基礎課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定す

る世帯主を除く。） １人につい

て ２３，２７５円 

基礎課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定す

る世帯主を除く。） １人につい

て ２０，３００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る

基礎課税額の世帯別平等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る

基礎課税額の世帯別平等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 １５，４４９円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 １４，６３０円 

(ｲ) 特定世帯 ７，７２５円 (ｲ) 特定世帯 ７，３１５円 

(ｳ) 特定継続世帯 １１，５８７

円 

(ｳ) 特定継続世帯 １０，９７３

円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の被保

険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。

） １人について ８，９０４円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の被保

険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。

） １人について ６，３００円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の世帯

別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の世帯

別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 ５，９０８円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 ４，４８０円 

(ｲ) 特定世帯 ２，９５４円 (ｲ) 特定世帯 ２，２４０円 

(ｳ) 特定継続世帯 ４，４３１円 (ｳ) 特定継続世帯 ３，３６０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る

被保険者均等割額 介護納付金課

税被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人につ

いて ９，０２３円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る

被保険者均等割額 介護納付金課

税被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人につ

いて ６，７２０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る

世帯別平等割額 １世帯について

 ４，０５３円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る

世帯別平等割額 １世帯について

 ３，５７０円 
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(2) 法第７０３条の５第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、４３万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場

合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１

０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき２９万５，０００

円を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者（前号に該当する者

を除く。） 

(2) 法第７０３条の５第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、４３万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場

合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１

０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき２９万円    

 を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者（前号に該当する者

を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る

基礎課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定す

る世帯主を除く。） １人につい

て １６，６２５円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る

基礎課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定す

る世帯主を除く。） １人につい

て １４，５００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る

基礎課税額の世帯別平等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る

基礎課税額の世帯別平等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 １１，０３５円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 １０，４５０円 

(ｲ) 特定世帯 ５，５１８円 (ｲ) 特定世帯 ５，２２５円 

(ｳ) 特定継続世帯 ８，２７６円 (ｳ) 特定継続世帯 ７，８３８円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の被保

険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。

） １人について ６，３６０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の被保

険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。

） １人について ４，５００円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の世帯

別平等割額 次に掲げる世帯の区

エ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の世帯

別平等割額 次に掲げる世帯の区
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分に応じ、それぞれに定める額 分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 ４，２２０円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 ３，２００円 

(ｲ) 特定世帯 ２，１１０円 (ｲ) 特定世帯 １，６００円 

(ｳ) 特定継続世帯 ３，１６５円 (ｳ) 特定継続世帯 ２，４００円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る

被保険者均等割額 介護納付金課

税被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人につ

いて ６，４４５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る

被保険者均等割額 介護納付金課

税被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人につ

いて ４，８００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る

世帯別平等割額 １世帯について

 ２，８９５円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る

世帯別平等割額 １世帯について

 ２，５５０円 

(3) 法第７０３条の５第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、４３万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場

合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１

０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき５４万５，０００

円を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者（前２号に該当する

者を除く。） 

(3) 法第７０３条の５第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、４３万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場

合にあっては、４３万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に１

０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき５３万５，０００

円を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者（前２号に該当する

者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る

基礎課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定す

る世帯主を除く。） １人につい

て ６，６５０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る

基礎課税額の被保険者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定す

る世帯主を除く。） １人につい

て ５，８００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る

基礎課税額の世帯別平等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それ

イ 国民健康保険の被保険者に係る

基礎課税額の世帯別平等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それ



69 

ぞれに定める額 ぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 ４，４１４円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 ４，１８０円 

(ｲ) 特定世帯 ２，２０７円 (ｲ) 特定世帯 ２，０９０円 

(ｳ) 特定継続世帯 ３，３１１円 (ｳ) 特定継続世帯 ３，１３５円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の被保

険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。

） １人について ２，５４４円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の被保

険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。

） １人について １，８００円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の世帯

別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る

後期高齢者支援金等課税額の世帯

別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 １，６８８円 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 １，２８０円 

(ｲ) 特定世帯 ８４４円 (ｲ) 特定世帯 ６４０円 

(ｳ) 特定継続世帯 １，２６６円 (ｳ) 特定継続世帯 ９６０円   

オ 介護納付金課税被保険者に係る

被保険者均等割額 介護納付金課

税被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人につ

いて ２，５７８円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る

被保険者均等割額 介護納付金課

税被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人につ

いて １，９２０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る

世帯別平等割額 １世帯について

 １，１５８円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る

世帯別平等割額 １世帯について

 １，０２０円 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属す

る世帯内に６歳に達する日以後の最初

の３月３１日以前である被保険者（以

下「未就学児」という。）がある場合

における当該納税義務者に対して課す

る被保険者均等割額（当該納税義務者

の世帯に属する未就学児につき算定し

た被保険者均等割額（前項に規定する

２ 国民健康保険税の納税義務者の属す

る世帯内に６歳に達する日以後の最初

の３月３１日以前である被保険者（以

下「未就学児」という。）がある場合

における当該納税義務者に対して課す

る被保険者均等割額（当該納税義務者

の世帯に属する未就学児につき算定し

た被保険者均等割額（前項に規定する
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金額を減額するものとした場合にあっ

ては、その減額後の被保険者均等割額

）に限る。）は、当該被保険者均等割

額から、次の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額とする。 

金額を減額するものとした場合にあっ

ては、その減額後の被保険者均等割額

）に限る。）は、当該被保険者均等割

額から、次の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額とする。 

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

未就学児１人について次に定める額 

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を

減額した世帯 ４，９８８円 

ア 前項第１号アに規定する金額を

減額した世帯 ４，３５０円 

イ 前項第２号アに規定する金額を

減額した世帯 ８，３１３円 

イ 前項第２号アに規定する金額を

減額した世帯 ７，２５０円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を

減額した世帯 １３，３００円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を

減額した世帯 １１，６００円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外

の世帯 １６，６２５円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外

の世帯 １４，５００円 

(2) 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 次に掲げる世帯の区分に

応じ、それぞれ未就学児１人につい

て次に定める額 

(2) 国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額 次に掲げる世帯の区分に

応じ、それぞれ未就学児１人につい

て次に定める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を

減額した世帯 １，９０８円 

ア 前項第１号ウに規定する金額を

減額した世帯 １，３５０円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を

減額した世帯 ３，１８０円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を

減額した世帯 ２，２５０円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を

減額した世帯 ５，０８８円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を

減額した世帯 ３，６００円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外

の世帯 ６，３６０円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外

の世帯 ４，５００円 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯

に地方税法施行令第５６条の８９第４

項に規定する出産被保険者（以下「出

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯

に地方税法施行令第５６条の８９第４

項に規定する出産被保険者（以下「出
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産被保険者」という。）が属する場合

における当該納税義務者に対して課す

る所得割額及び被保険者均等割額（第

１項に規定する金額を減額するものと

した場合にあっては、その減額後の被

保険者均等割額）は、当該所得割額及

び被保険者均等割額から、次の各号に

掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額を減額して得た額とする。 

産被保険者」という。）が属する場合

における当該納税義務者に対して課す

る所得割額及び被保険者均等割額（第

１項に規定する金額を減額するものと

した場合にあっては、その減額後の被

保険者均等割額）は、当該所得割額及

び被保険者均等割額から、次の各号に

掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額を減額して得た額とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 国民健康保険の出産被保険者に係

る基礎課税額の被保険者均等割額 

当該出産被保険者につき第４条の規

定により算定した被保険者均等割額

（第１項に規定する金額を減額する

ものとした場合にあっては、その減

額後の被保険者均等割額）の１２分

の１の額に、当該出産被保険者の産

前産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 

(2) 国民健康保険の出産被保険者に係

る基礎課税額の被保険者均等割額 

当該出産被保険者につき第５条の規

定により算定した被保険者均等割額

（第１項に規定する金額を減額する

ものとした場合にあっては、その減

額後の被保険者均等割額）の１２分

の１の額に、当該出産被保険者の産

前産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 

(3) 国民健康保険の出産被保険者に係

る後期高齢者支援金等課税額の所得

割額 当該出産被保険者につき第５

条の規定により算定した所得割額の

１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に

属する月数を乗じて得た額 

(3) 国民健康保険の出産被保険者に係

る後期高齢者支援金等課税額の所得

割額 当該出産被保険者につき第６

条の規定により算定した所得割額の

１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に

属する月数を乗じて得た額 

(4) 国民健康保険の出産被保険者に係

る後期高齢者支援金等課税額の被保

険者均等割額 当該出産被保険者に

つき第６条  の規定により算定し

た被保険者均等割額（第１項に規定

する金額を減額するものとした場合

にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）の１２分の１の額に、当

(4) 国民健康保険の出産被保険者に係

る後期高齢者支援金等課税額の被保

険者均等割額 当該出産被保険者に

つき第７条の２の規定により算定し

た被保険者均等割額（第１項に規定

する金額を減額するものとした場合

にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）の１２分の１の額に、当
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該出産被保険者の産前産後期間のう

ち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

該出産被保険者の産前産後期間のう

ち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

(5) 国民健康保険の出産被保険者に係

る介護納付金課税額の所得割額 当

該出産被保険者につき第７条の規定

により算定した所得割額の１２分の

１の額に、当該出産被保険者の産前

産後期間のうち当該年度に属する月

数を乗じて得た額 

(5) 国民健康保険の出産被保険者に係

る介護納付金課税額の所得割額 当

該出産被保険者につき第８条の規定

により算定した所得割額の１２分の

１の額に、当該出産被保険者の産前

産後期間のうち当該年度に属する月

数を乗じて得た額 

(6) 国民健康保険の出産被保険者に係

る介護納付金課税額の被保険者均等

割額 当該出産被保険者につき第８

条  の規定により算定した被保険

者均等割額（第１項に規定する金額

を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額

）の１２分の１の額に、当該出産被

保険者の産前産後期間のうち当該年

度に属する月数を乗じて得た額 

(6) 国民健康保険の出産被保険者に係

る介護納付金課税額の被保険者均等

割額 当該出産被保険者につき第９

条の２の規定により算定した被保険

者均等割額（第１項に規定する金額

を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額

）の１２分の１の額に、当該出産被

保険者の産前産後期間のうち当該年

度に属する月数を乗じて得た額 

（特例対象被保険者等に係る国民健康

保険税の課税の特例） 

（特例対象被保険者等に係る国民健康

保険税の課税の特例） 

第２２条の２ 国民健康保険税の納税義

務者である世帯主又はその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が特例対象被保険者

等（法第７０３条の５の２第２項に規

定する特例対象被保険者等をいう。第

２３条の２第１項において同じ。）で

ある場合における第３条及び前条第１

項の規定の適用については、第３条第

１項中「規定する総所得金額」とある

のは「規定する総所得金額（第２２条

の２に規定する特例対象被保険者等の

総所得金額に給与所得が含まれている

第２３条の２ 国民健康保険税の納税義

務者である世帯主又はその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が特例対象被保険者

等（法第７０３条の５の２第２項に規

定する特例対象被保険者等をいう。第

２４条の２第１項において同じ。）で

ある場合における第３条及び前条第１

項の規定の適用については、第３条第

１項中「規定する総所得金額」とある

のは「規定する総所得金額（第２３条

の２に規定する特例対象被保険者等の

総所得金額に給与所得が含まれている
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場合においては、当該給与所得につい

ては、所得税法第２８条第２項の規定

によって計算した金額の１００分の３

０に相当する金額によるものとする。

次項において同じ。）」と、「同条第２

項」とあるのは「法第３１４条の２第

２項」と、前条第１項第１号中「総所

得金額及び」とあるのは「総所得金額

（次条に規定する特例対象被保険者等

の総所得金額に給与所得が含まれてい

る場合においては、当該給与所得につ

いては、所得税法第２８条第２項の規

定によって計算した金額の１００分の

３０に相当する金額によるものとす

る。次号において同じ。）及び」とす

る。 

場合においては、当該給与所得につい

ては、所得税法第２８条第２項の規定

によって計算した金額の１００分の３

０に相当する金額によるものとする。

次項において同じ。）」と、「同条第２

項」とあるのは「法第３１４条の２第

２項」と、前条第１項第１号中「総所

得金額及び」とあるのは「総所得金額

（次条に規定する特例対象被保険者等

の総所得金額に給与所得が含まれてい

る場合においては、当該給与所得につ

いては、所得税法第２８条第２項の規

定によって計算した金額の１００分の

３０に相当する金額によるものとす

る。次号において同じ。）及び」とす

る。 

第２３条 （略） 第２４条 （略） 

第２３条の２ （略） 第２４条の２ （略） 

第２３条の３ （略） 第２４条の３ （略） 

第２４条 （略） 第２５条 （略） 

第２５条 （略） 第２６条 （略） 

第２６条 （略） 第２７条 （略） 

第２７条 （略） 第２８条 （略） 

附 則 附 則 

（公的年金等に係る所得に係る国民健

康保険税の課税の特例） 

（公的年金等に係る所得に係る国民健

康保険税の課税の特例） 

７ 当分の間、世帯主又はその世帯に属

する国民健康保険の被保険者若しくは

特定同一世帯所属者が、前年中に所得

税法第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得について同条第４項に

規定する公的年金等控除額（年齢６５

歳以上である者に係るものに限る。）

の控除を受けた場合における第２２条

７ 当分の間、世帯主又はその世帯に属

する国民健康保険の被保険者若しくは

特定同一世帯所属者が、前年中に所得

税法第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得について同条第４項に

規定する公的年金等控除額（年齢６５

歳以上である者に係るものに限る。）

の控除を受けた場合における第２３条
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の規定の適用については、同条第１項

中「法第７０３条の５第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額」とあ

るのは「法第７０３条の５第１項に規

定する総所得金額（所得税法第３５条

第３項に規定する公的年金等に係る所

得については、同条第２項第１号の規

定によって計算した金額から１５万円

を控除した金額によるものとする。）

及び山林所得金額」と、「１１０万円

」とあるのは「１２５万円」とする。 

の規定の適用については、同条第１項

中「法第７０３条の５第１項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額」とあ

るのは「法第７０３条の５第１項に規

定する総所得金額（所得税法第３５条

第３項に規定する公的年金等に係る所

得については、同条第２項第１号の規

定によって計算した金額から１５万円

を控除した金額によるものとする。）

及び山林所得金額」と、「１１０万円

」とあるのは「１２５万円」とする。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る

国民健康保険税の課税の特例） 

（上場株式等に係る配当所得等に係る

国民健康保険税の課税の特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健

康保険の被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が法附則第３３条の２第５項

の配当所得等を有する場合における第

３条、第５条、第７条及び第２２条の

規定の適用については、第３条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３

３条の２第５項に規定する上場株式等

に係る配当所得等の金額」と、「同条

第２項」とあるのは「法第３１４条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は法附則第３３条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額」と、第２２条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第３３条

の２第５項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額」とする。 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健

康保険の被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が法附則第３３条の２第５項

の配当所得等を有する場合における第

３条、第６条、第８条及び第２３条の

規定の適用については、第３条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３

３条の２第５項に規定する上場株式等

に係る配当所得等の金額」と、「同条

第２項」とあるのは「法第３１４条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は法附則第３３条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額」と、第２３条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第３３条

の２第５項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税

の課税の特例） 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税

の課税の特例） 
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９ 世帯主又はその世帯に属する国民健

康保険の被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が法附則第３４条第４項の譲

渡所得を有する場合における第３条、

第５条、第７条及び第２２条の規定の

適用については、第３条第１項中「及

び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３４条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額（租税特別措置法

（昭和３２年法律第２６号）第３３条

の４第１項若しくは第２項、第３４条

第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３

５条の２第１項、第３５条の３第１項

又は第３６条の規定に該当する場合に

は、これらの規定の適用により同法第

３１条第１項に規定する長期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金

額。以下この項において「控除後の長

期譲渡所得の金額」という。）の合計

額から法第３１４条の２第２項」と、

「及び山林所得金額の合計額（」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに控除

後の長期譲渡所得の金額の合計額（」

と、同条第２項中「又は山林所得金額

」とあるのは「若しくは山林所得金額

又は法附則第３４条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額」と、第２２条第

１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第

３４条第４項に規定する長期譲渡所得

の金額」とする。 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健

康保険の被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が法附則第３４条第４項の譲

渡所得を有する場合における第３条、

第６条、第８条及び第２３条の規定の

適用については、第３条第１項中「及

び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３４条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額（租税特別措置法

（昭和３２年法律第２６号）第３３条

の４第１項若しくは第２項、第３４条

第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３

５条の２第１項、第３５条の３第１項

又は第３６条の規定に該当する場合に

は、これらの規定の適用により同法第

３１条第１項に規定する長期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金

額。以下この項において「控除後の長

期譲渡所得の金額」という。）の合計

額から法第３１４条の２第２項」と、

「及び山林所得金額の合計額（」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに控除

後の長期譲渡所得の金額の合計額（」

と、同条第２項中「又は山林所得金額

」とあるのは「若しくは山林所得金額

又は法附則第３４条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額」と、第２３条第

１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第

３４条第４項に規定する長期譲渡所得

の金額」とする。 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る

国民健康保険税の課税の特例） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る

国民健康保険税の課税の特例） 
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１１ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第３５条の２第５

項の一般株式等に係る譲渡所得等を有

する場合における第３条、第５条、第

７条及び第２２条の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第３５条の２第５項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条

第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附

則第３５条の２第５項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

第２２条第１項中「及び山林所得金額

」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第３５条の２第５項に規定す

る一般株式等に係る譲渡所得等の金額

」とする。 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第３５条の２第５

項の一般株式等に係る譲渡所得等を有

する場合における第３条、第６条、第

８条及び第２３条の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第３５条の２第５項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条

第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附

則第３５条の２第５項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

第２３条第１項中「及び山林所得金額

」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第３５条の２第５項に規定す

る一般株式等に係る譲渡所得等の金額

」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る

国民健康保険税の課税の特例） 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る

国民健康保険税の課税の特例） 

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第３５条の２の２

第５項の上場株式等に係る譲渡所得等

を有する場合における第３条、第５

条、第７条及び第２２条の規定の適用

については、第３条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第３５条の２の２

第５項に規定する上場株式等に係る譲

渡所得等の金額」と、「同条第２項」

とあるのは「法第３１４条の２第２項

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第３５条の２の２

第５項の上場株式等に係る譲渡所得等

を有する場合における第３条、第６

条、第８条及び第２３条の規定の適用

については、第３条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第３５条の２の２

第５項に規定する上場株式等に係る譲

渡所得等の金額」と、「同条第２項」

とあるのは「法第３１４条の２第２項
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」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第３５条の２の２第５項

に規定する上場株式等に係る譲渡所得

等の金額」と、第２２条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第３５条の２

の２第５項に規定する上場株式等に係

る譲渡所得等の金額」とする。 

」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第３５条の２の２第５項

に規定する上場株式等に係る譲渡所得

等の金額」と、第２３条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第３５条の２

の２第５項に規定する上場株式等に係

る譲渡所得等の金額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例） 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例） 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第３５条の４第４

項の事業所得、譲渡所得又は雑所得を

有する場合における第３条、第５条、

第７条及び第２２条の規定の適用につ

いては、第３条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第３５条の４第４項に

規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条

第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附

則第３５条の４第４項に規定する先物

取引に係る雑所得等の金額」と、第２

２条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」とす

る。 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第３５条の４第４

項の事業所得、譲渡所得又は雑所得を

有する場合における第３条、第６条、

第８条及び第２３条の規定の適用につ

いては、第３条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第３５条の４第４項に

規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条

第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附

則第３５条の４第４項に規定する先物

取引に係る雑所得等の金額」と、第２

３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」とす

る。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係

る国民健康保険税の課税の特例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係

る国民健康保険税の課税の特例） 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民 １４ 世帯主又はその世帯に属する国民
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健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第３３条の３第５

項の事業所得又は雑所得を有する場合

における第３条、第５条、第７条及び

第２２条の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３３条の３第５項に規定する土

地等に係る事業所得等の金額」と、

「同条第２項」とあるのは「法第３１

４条の２第２項」と、同条第２項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３３

条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額」と、第２２条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３

３条の３第５項に規定する土地等に係

る事業所得等の金額」とする。 

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第３３条の３第５

項の事業所得又は雑所得を有する場合

における第３条、第６条、第８条及び

第２３条の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第３３条の３第５項に規定する土

地等に係る事業所得等の金額」と、

「同条第２項」とあるのは「法第３１

４条の２第２項」と、同条第２項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３３

条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額」と、第２３条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３

３条の３第５項に規定する土地等に係

る事業所得等の金額」とする。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

（特例適用利子等に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税

等に関する法律（昭和３７年法律第１

４４号）第８条第２項に規定する特例

適用利子等、同法第１２条第５項に規

定する特例適用利子等又は同法第１６

条第２項に規定する特例適用利子等に

係る利子所得、配当所得、譲渡所得、

一時所得及び雑所得を有する場合にお

ける第３条、第５条、第７条及び第２

２条第１項の規定の適用については、

第３条第１項中「山林所得金額の合計

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税

等に関する法律（昭和３７年法律第１

４４号）第８条第２項に規定する特例

適用利子等、同法第１２条第５項に規

定する特例適用利子等又は同法第１６

条第２項に規定する特例適用利子等に

係る利子所得、配当所得、譲渡所得、

一時所得及び雑所得を有する場合にお

ける第３条、第６条、第８条及び第２

３条第１項の規定の適用については、

第３条第１項中「山林所得金額の合計
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額から同条第２項」とあるのは「山林

所得金額並びに外国居住者等の所得に

対する相互主義による所得税等の非課

税等に関する法律（昭和３７年法律第

１４４号）第８条第２項（同法第１２

条第５項及び第１６条第２項において

準用する場合を含む。）に規定する特

例適用利子等の額（以下この条及び第

２２条第１項において「特例適用利子

等の額」という。）の合計額から法第

３１４条の２第２項」と、「山林所得

金額の合計額（」とあるのは「山林所

得金額並びに特例適用利子等の額の合

計額（」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は特例適用利子等の額」

と、第２２条第１項中「山林所得金額

」とあるのは「山林所得金額並びに特

例適用利子等の額」とする。 

額から同条第２項」とあるのは「山林

所得金額並びに外国居住者等の所得に

対する相互主義による所得税等の非課

税等に関する法律（昭和３７年法律第

１４４号）第８条第２項（同法第１２

条第５項及び第１６条第２項において

準用する場合を含む。）に規定する特

例適用利子等の額（以下この条及び第

２３条第１項において「特例適用利子

等の額」という。）の合計額から法第

３１４条の２第２項」と、「山林所得

金額の合計額（」とあるのは「山林所

得金額並びに特例適用利子等の額の合

計額（」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は特例適用利子等の額」

と、第２３条第１項中「山林所得金額

」とあるのは「山林所得金額並びに特

例適用利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

（特例適用配当等に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

１６ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税

等に関する法律第８条第４項に規定す

る特例適用配当等、同法第１２条第６

項に規定する特例適用配当等又は同法

第１６条第３項に規定する特例適用配

当等に係る利子所得、配当所得及び雑

所得を有する場合における第３条、第

５条、第７条及び第２２条第１項の規

定の適用については、第３条第１項中

「山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「山林所得金額並びに

１６ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税

等に関する法律第８条第４項に規定す

る特例適用配当等、同法第１２条第６

項に規定する特例適用配当等又は同法

第１６条第３項に規定する特例適用配

当等に係る利子所得、配当所得及び雑

所得を有する場合における第３条、第

６条、第８条及び第２３条第１項の規

定の適用については、第３条第１項中

「山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「山林所得金額並びに
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外国居住者等の所得に対する相互主義

による所得税等の非課税等に関する法

律第８条第４項（同法第１２条第６項

及び第１６条第３項において準用する

場合を含む。）に規定する特例適用配

当等の額（以下この条及び第２２条第

１項において「特例適用配当等の額」

という。）の合計額から法第３１４条

の２第２項」と、「山林所得金額の合

計額（」とあるのは「山林所得金額並

びに特例適用配当等の額の合計額（」

と、同条第２項中「又は山林所得金額

」とあるのは「若しくは山林所得金額

又は特例適用配当等の額」と、第２２

条第１項中「山林所得金額」とあるの

は「山林所得金額並びに特例適用配当

等の額」とする。 

外国居住者等の所得に対する相互主義

による所得税等の非課税等に関する法

律第８条第４項（同法第１２条第６項

及び第１６条第３項において準用する

場合を含む。）に規定する特例適用配

当等の額（以下この条及び第２３条第

１項において「特例適用配当等の額」

という。）の合計額から法第３１４条

の２第２項」と、「山林所得金額の合

計額（」とあるのは「山林所得金額並

びに特例適用配当等の額の合計額（」

と、同条第２項中「又は山林所得金額

」とあるのは「若しくは山林所得金額

又は特例適用配当等の額」と、第２３

条第１項中「山林所得金額」とあるの

は「山林所得金額並びに特例適用配当

等の額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

（条約適用利子等に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

１７ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特

例等に関する法律（昭和４４年法律第

４６号。以下「租税条約等実施特例法

」という。）第３条の２の２第１０項

に規定する条約適用利子等に係る利子

所得、配当所得、譲渡所得、一時所得

及び雑所得を有する場合における第３

条、第５条、第７条及び第２２条の規

定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等

１７ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特

例等に関する法律（昭和４４年法律第

４６号。以下「租税条約等実施特例法

」という。）第３条の２の２第１０項

に規定する条約適用利子等に係る利子

所得、配当所得、譲渡所得、一時所得

及び雑所得を有する場合における第３

条、第６条、第８条及び第２３条の規

定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等
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に関する法律（昭和４４年法律第４６

号。以下「租税条約等実施特例法」と

いう。）第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等の額の合計額か

ら法第３１４条の２第２項」と、「及

び山林所得金額の合計額（」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１０項

に規定する条約適用利子等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は租税条約等実施特例法第３

条の２の２第１０項に規定する条約適

用利子等の額」と、第２２条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施

特例法第３条の２の２第１０項に規定

する条約適用利子等の額」とする。 

に関する法律（昭和４４年法律第４６

号。以下「租税条約等実施特例法」と

いう。）第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等の額の合計額か

ら法第３１４条の２第２項」と、「及

び山林所得金額の合計額（」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１０項

に規定する条約適用利子等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は租税条約等実施特例法第３

条の２の２第１０項に規定する条約適

用利子等の額」と、第２３条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施

特例法第３条の２の２第１０項に規定

する条約適用利子等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

（条約適用配当等に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

１８ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１２項に規定する条約

適用配当等に係る利子所得、配当所得

及び雑所得を有する場合における第３

条、第５条、第７条及び第２２条の規

定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等

に関する法律（昭和４４年法律第４６

号。以下「租税条約等実施特例法」と

いう。）第３条の２の２第１２項に規

１８ 世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１２項に規定する条約

適用配当等に係る利子所得、配当所得

及び雑所得を有する場合における第３

条、第６条、第８条及び第２３条の規

定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等

に関する法律（昭和４４年法律第４６

号。以下「租税条約等実施特例法」と

いう。）第３条の２の２第１２項に規
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定する条約適用配当等の額の合計額か

ら法第３１４条の２第２項」と、「及

び山林所得金額の合計額（」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１２項

に規定する条約適用配当等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は租税条約等実施特例法第３

条の２の２第１２項に規定する条約適

用配当等の額」と、第２２条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施

特例法第３条の２の２第１２項に規定

する条約適用配当等の額」とする。 

定する条約適用配当等の額の合計額か

ら法第３１４条の２第２項」と、「及

び山林所得金額の合計額（」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１２項

に規定する条約適用配当等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は租税条約等実施特例法第３

条の２の２第１２項に規定する条約適

用配当等の額」と、第２３条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施

特例法第３条の２の２第１２項に規定

する条約適用配当等の額」とする。 
  

附 則 

（施行期日）  
１ この条例は、公布の日から施行する。  

（適用区分）  
２ この条例による改正後の西条市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後の

年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税に

ついては、なお従前の例による。  
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提案理由 

地方税法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第１３６号）の一部が施行

されたことに伴い、及び令和６年度の国民健康保険税の税率を定めるため、所要の

条例改正を行おうとするものである。 
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議案第５８号 

 

西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について 

 

西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成２６年西条市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 
  

（掲示等） （掲示 ） 

第２３条 特定教育・保育施設は、当該

特定教育・保育施設の見やすい場所

に、運営規程の概要、職員の勤務の体

制、利用者負担その他の利用申込者の

特定教育・保育施設の選択に資すると

認められる重要事項を掲示するととも

に、電気通信回線に接続して行う自動

公衆送信（公衆によって直接受信され

ることを目的として公衆からの求めに

応じ自動的に送信を行うことをいい、

放送又は有線放送に該当するものを除

く。）により公衆の閲覧に供しなけれ

ばならない。 

第２３条 特定教育・保育施設は、当該

特定教育・保育施設の見やすい場所

に、運営規程の概要、職員の勤務の体

制、利用者負担その他の利用申込者の

特定教育・保育施設の選択に資すると

認められる重要事項を掲示しなければ

ならない             

                 

                 

                 

                 

                 

     。 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第５３条 （略） 第５３条 （略） 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例

の規定による書面等の交付又は提出に

ついては、当該書面等が電磁的記録に

より作成されている場合には、当該書

面等の交付又は提出に代えて、第４項

に定めるところにより、教育・保育給

付認定保護者の承諾を得て、当該書面

等に記載すべき事項（以下この条にお

いて「記載事項」という。）を電子情

報処理組織（特定教育・保育施設等の

使用に係る電子計算機と教育・保育給

２ 特定教育・保育施設等は、この条例

の規定による書面等の交付又は提出に

ついては、当該書面等が電磁的記録に

より作成されている場合には、当該書

面等の交付又は提出に代えて、第４項

に定めるところにより、教育・保育給

付認定保護者の承諾を得て、当該書面

等に記載すべき事項（以下この条にお

いて「記載事項」という。）を電子情

報処理組織（特定教育・保育施設等の

使用に係る電子計算機と教育・保育給
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付認定保護者の使用に係る電子計算機

とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。以下この条において

同じ。）を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの（以下この条において

「電磁的方法」という。）により提供

することができる。この場合におい

て、当該特定教育・保育施設等は、当

該書面等を交付し、又は提出したもの

とみなす。 

付認定保護者の使用に係る電子計算機

とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。以下この条において

同じ。）を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの（以下この条において

「電磁的方法」という。）により提供

することができる。この場合におい

て、当該特定教育・保育施設等は、当

該書面等を交付し、又は提出したもの

とみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録に係

る記録媒体をいう。）      

                

      をもって調製するファ

イルに記載事項を記録したものを交

付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロ

ムその他これらに準ずる方法により

一定の事項を確実に記録しておくこ

とができる物をもって調製するファ

イルに記載事項を記録したものを交

付する方法 

３～６ （略） ３～６ （略） 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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提案理由 

母体保護法施行規則等の一部を改正する内閣府令（令和５年内閣府令第８６号）

が施行されたことに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第５９号 

 

西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例について 

 

西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

 

令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

西条市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 
  

（職員） （職員） 

第２９条 （略） 第２９条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める数の合計

数に１を加えた数以上とする。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める数の合計

数に１を加えた数以上とする。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童

 おおむね１５人につき１人（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号に

おいて同じ。） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童

 おおむね２０人につき１人（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号に

おいて同じ。） 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５

人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０

人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

（職員） （職員） 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げ

る乳幼児の区分に応じ、当該各号に定

める数の合計数に１を加えた数以上と

し、そのうち半数以上は保育士とす

る。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げ

る乳幼児の区分に応じ、当該各号に定

める数の合計数に１を加えた数以上と

し、そのうち半数以上は保育士とす

る。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童

 おおむね１５人につき１人（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号に

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童

 おおむね２０人につき１人（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号に
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おいて同じ。） おいて同じ。） 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５

人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０

人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

（職員） （職員） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める数の合計

数以上とする。ただし、保育所型事業

所内保育事業所１につき２人を下回る

ことはできない。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める数の合計

数以上とする。ただし、保育所型事業

所内保育事業所１につき２人を下回る

ことはできない。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童

 おおむね１５人につき１人（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号に

おいて同じ。） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童

 おおむね２０人につき１人（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号に

おいて同じ。） 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５

人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０

人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

（職員） （職員） 

第４７条 （略） 第４７条 （略） 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める数の

合計数に１を加えた数以上とし、その

うち半数以上は保育士とする。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める数の

合計数に１を加えた数以上とし、その

うち半数以上は保育士とする。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童

 おおむね１５人につき１人（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号に

おいて同じ。） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童

 おおむね２０人につき１人（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基

づき受け入れる場合に限る。次号に

おいて同じ。） 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５

人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０

人につき１人 
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３ （略） ３ （略） 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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提案理由 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準及び家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第１８号）が施行された

ことに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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報告第２号 

 

   令和５年度西条市繰越明許費繰越計算書について 

 

 令和５年度西条市繰越明許費繰越計算書を別紙のとおり調製したので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により、報告する。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   

 

  



別紙　　令和５年度　西条市繰越明許費繰越計算書

  （一般会計）

円 円

1 2 総務費 1 総務管理費 家庭用燃料購入支援事業 297,983,000 202,728,000

2 3
戸籍住民基本台
帳費

住民基本台帳費 9,465,000 9,465,000

3
戸籍・除籍電算化システム関
係事業

18,150,000 18,150,000

4 3 民生費 1 社会福祉費
心身障害児（者）施設整備助
成事業

28,336,000 28,336,000

5
住民税非課税世帯臨時特別給
付金支給事業

1,146,954,000 149,617,853

6
低所得者支援・定額減税補足
給付金支給事業

563,511,000 231,205,604

7 6 農林水産業費 1 農業費 団体営基盤整備促進事業 15,000,000 15,000,000

8 農道点検診断・保全整備事業 4,400,000 4,400,000

9 2 林業費
林業・木材産業循環成長対策
事業

12,384,000 12,320,000

10 8 土木費 1 土木管理費 木造住宅耐震改修事業 10,000,000 7,000,000

11 2 道路橋りょう費 橋りょう耐震化事業 6,000,000 5,589,844

12 楠浜北条線道路改良事業 30,690,000 28,818,000

13 北条新田高松線道路改良事業 116,301,000 110,648,000

14 下田明理川線道路改良事業 35,418,000 35,184,000

項 事 業 名 金　額
翌年度
繰越額

番号 款
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国県支出金 市 債 そ の 他
円 円 円 円 円

129,914,071 72,813,929
国庫補助事業の交付決定が遅れたた
め。

8,056,000 1,409,000
国庫補助事業の交付決定が遅れたた
め。

16,905,000 1,245,000
国庫補助事業の交付決定が遅れたた
め。

28,336,000
国庫補助事業の交付決定が遅れたた
め。

149,617,853 0
国庫補助事業の交付決定が遅れたた
め。

231,205,604 0
国庫補助事業の交付決定が遅れたた
め。

8,250,000 1,700,000 1,500,000 3,550,000
国庫補助事業の交付決定が遅れたた
め。

4,400,000 0
国庫補助事業の交付決定が遅れたた
め。

12,320,000 0
国庫補助事業の交付決定が遅れたた
め。

5,250,000 1,750,000
補助金等交付先の事業に不測の日数
を要したため。

3,075,000 2,514,844
関係機関との協議等に不測の日数を
要したため。

14,189,000 14,629,000
関係機関との協議等に不測の日数を
要したため。

60,834,000 49,814,000
資材調達等に不測の日数を要したた
め。

19,339,000 15,845,000
関係機関との協議等に不測の日数を
要したため。

説　　　明既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

左 の 財 源 内 訳
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別紙　　令和５年度　西条市繰越明許費繰越計算書

  （一般会計）

円 円

項 事 業 名 金　額
翌年度
繰越額

番号 款

15 8 土木費 2 道路橋りょう費 橋りょう長寿命化事業 15,326,000 15,326,000

2,309,918,000 873,788,301合　　　　　　　　　　　　　　　計
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国県支出金 市 債 そ の 他
円 円 円 円 円

説　　　明既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

左 の 財 源 内 訳

7,277,000 8,049,000
工法等の検討に不測の日数を要した
ため。

0 670,632,528 1,700,000 1,500,000 199,955,773
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関係法令 

地方自治法施行令 

（繰越明許費） 

第１４６条 地方自治法第２１３条の規定により翌年度に繰り越して使用しようとす

る歳出予算の経費については、当該経費に係る歳出に充てるために必要な金額を

当該年度から翌年度に繰り越さなければならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、繰越明許費に係る歳出予算の経費を翌年度に繰り越し

たときは、翌年度の５月３１日までに繰越計算書を調製し、次の会議においてこ

れを議会に報告しなければならない。 

３ （略） 
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報告第３号 

 

   令和５年度西条市公共下水道事業会計予算繰越計算書について 

 

 令和５年度西条市公共下水道事業会計に係る支出予算の経費を別紙のとおり翌年度

に繰り越したので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の

規定により、報告する。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   



別紙　　令和５年度　西条市公共下水道事業会計予算繰越計算書

  地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

円 円 円

1 1 資本的支出 1 建設改良費 ポンプ場建設事業 298,800,000 59,690,000 226,710,000

2 ポンプ場改良事業 38,500,000 27,830,000 9,290,000

337,300,000 87,520,000 236,000,000

支払義務
発 生 額

翌年度
繰越額

番号 款 項 事 業 名 予算計上額

合　　　　　　　　　　　　　　　計
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国庫補助金 企業債
損益勘定
留保資金等

円 円 円 円 円

111,855,000 103,500,000 11,355,000 12,400,000 0
入札不調により、契約締結に不測
の日数を要したため。

4,645,000 4,100,000 545,000 1,380,000 0
入札不調により、契約締結に不測
の日数を要したため。

116,500,000 107,600,000 11,900,000 13,780,000 0

左の財源内訳 翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購入限度額

説明不用額
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関係法令 

 地方公営企業法 

（予算の繰越） 

第２６条 予算に定めた地方公営企業の建設又は改良に要する経費のうち、年度内に

支払義務が生じなかったものがある場合においては、管理者は、その額を翌年度

に繰り越して使用することができる。 

２ （略） 

３ 前２項の規定により予算を繰り越した場合においては、管理者は、地方公共団体

の長に繰越額の使用に関する計画について報告をするものとし、報告を受けた地

方公共団体の長は、次の会議においてその旨を議会に報告しなければならない。 
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報告第４号 

 

   西条市土地開発公社の経営状況について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、西条

市土地開発公社の経営状況を説明する書類を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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関係法令 

 地方自治法 

（財政状況の公表等） 

第２４３条の３ （略） 

２ 普通地方公共団体の長は、第２２１条第３項の法人について、毎事業年度、政令

で定めるその経営状況を説明する書類を作成し、これを次の議会に提出しなけれ

ばならない。 

３ （略） 

 



107 

報告第５号 

 

公益財団法人佐伯記念育英会の経営状況について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、公益

財団法人佐伯記念育英会の経営状況を説明する書類を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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関係法令 

 地方自治法 

（財政状況の公表等） 

第２４３条の３ （略） 

２ 普通地方公共団体の長は、第２２１条第３項の法人について、毎事業年度、政令

で定めるその経営状況を説明する書類を作成し、これを次の議会に提出しなけれ

ばならない。 

３ （略） 
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報告第６号 

 

   株式会社西条産業情報支援センターの経営状況について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、株式

会社西条産業情報支援センターの経営状況を説明する書類を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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関係法令 

 地方自治法 

（財政状況の公表等） 

第２４３条の３ （略） 

２ 普通地方公共団体の長は、第２２１条第３項の法人について、毎事業年度、政令

で定めるその経営状況を説明する書類を作成し、これを次の議会に提出しなけれ

ばならない。 

３ （略） 
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報告第７号 

 

   株式会社ソラヤマいしづちの経営状況について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、株式

会社ソラヤマいしづちの経営状況を説明する書類を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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関係法令 

 地方自治法 

（財政状況の公表等） 

第２４３条の３ （略） 

２ 普通地方公共団体の長は、第２２１条第３項の法人について、毎事業年度、政令

で定めるその経営状況を説明する書類を作成し、これを次の議会に提出しなけれ

ばならない。 

３ （略） 
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報告第８号 

 

   権利の放棄について 

 

 西条市債権管理条例（平成２８年西条市条例第１号）第１６条の規定により、非強

制徴収債権について権利を放棄したので、同条例第１７条の規定により、次のとおり

報告する。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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１ 放棄した債権の内容 

住宅新築資金等貸付事業により貸し付けた住宅新築資金等貸付金及びその利息並

びにそれらに係る遅延損害金で、西条市債権管理条例第１６条第２号の債権放棄事

由に該当する債権 

 

２ 放棄した債権額等 

  ３，５５５，８６０円及び遅延損害金 

 

３ 債権を放棄した日 

  令和６年３月３１日 
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提案理由 

住宅新築資金等貸付事業により貸し付けた住宅新築資金等貸付金債権の回収が著

しく困難又は不能であると認められるため、西条市債権管理条例第１６条の規定に

より権利を放棄したので、同条例第１７条の規定により、議会に報告するものであ

る。 

 

関係法令 

 西条市債権管理条例 

（債権の放棄） 

第１６条 市長は、非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該当する場合に

おいては、当該非強制徴収債権及びこれに係る損害賠償金等に係る債権を放棄する

ことができる。ただし、当該非強制徴収債権について、債務者と共に債務を負担す

る者その他弁済の責任を負うべき他の者があり、それらの者が次の各号のいずれに

も該当しないときは放棄することはできない。 

(1) （略） 

(2) 破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条第１項、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）第２０４条第１項その他の法令の規定により、債務者がそ

の責任を免れたとき。 

(3)～(9) （略） 

（報告） 

第１７条 市長は、前条の規定により債権を放棄したときは、規則で定めるところに

より議会に報告しなければならない。 
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報告第９号 

 

   権利の放棄について 

 

 西条市債権管理条例（平成２８年西条市条例第１号）第１６条の規定により、非強

制徴収債権について権利を放棄したので、同条例第１７条の規定により、次のとおり

報告する。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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１ 放棄した債権の内容 

令和５年度以前に時効期間を経過した水道料金のうち、時効援用の申出がなく、

西条市債権管理条例第１６条各号の債権放棄事由に該当する債権 

 

２ 放棄した債権額等一覧 

上水道料金 

放棄事由 件 数 債権額（円） 

第５号（死亡・相続人不存在等） ４ ３９，５６４ 

第７号（行方不明等） ３ ２４，６６８ 

合 計 ７ ６４，２３２ 

 

３ 債権を放棄した日 

 令和６年３月３１日 
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提案理由 

水道料金債権の回収が著しく困難又は不能であると認められるため、西条市債権

管理条例第１６条の規定により権利を放棄したので、同条例第１７条の規定により、

議会に報告するものである。 

 

関係法令 

 西条市債権管理条例 

（債権の放棄） 

第１６条 市長は、非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該当する場合に

おいては、当該非強制徴収債権及びこれに係る損害賠償金等に係る債権を放棄する

ことができる。ただし、当該非強制徴収債権について、債務者と共に債務を負担す

る者その他弁済の責任を負うべき他の者があり、それらの者が次の各号のいずれに

も該当しないときは放棄することはできない。 

(1)～(4) （略） 

(5) 債務者が死亡し、その債務について限定承認があった場合、相続人全員が相続

放棄した場合、又は相続人が存在しない場合において、その相続財産の価額が強

制執行をした場合の費用並びに他の優先して弁済を受ける市の債権及び市以外の

者の権利の金額の合計額を超えないと見込まれるとき。 

(6) （略） 

(7) 債務者が失踪、行方不明その他これに準ずる状態にあり、非強制徴収債権の徴

収の見込みがないと認められるとき。 

(8)、(9) （略） 

（報告） 

第１７条 市長は、前条の規定により債権を放棄したときは、規則で定めるところに

より議会に報告しなければならない。 

 

 


